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（社）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

■ 沿革
１９６２年４月 日本データ・プロセシング協会創立
１９９２年７月 （社）日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組

■ 役員：理事４４名 監事２名
会 長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 取締役会長
副会長 小林 栄三 伊藤忠商事株式会社 取締役社長
副会長 川上 哲郎 住友電気工業株式会社 相談役
副会長 武井 優 東京電力株式会社 常務取締役
副会長 小園 文典 東日本電信電話株式会社 取締役副社長

■ 事務局
専務理事 細川 泰秀 常務理事 原田 俊彦
所在地 東京都中央区日本橋堀留町１-１０-１１

■ 会員数 ：５７８社 （２００９年４月１日現在）
正会員 ：１７１社 （０８年４月から+２社）
賛助会員I ：１４２社 （０８年４月から+８社）
賛助会員II ：２６５社 （０８年４月から+２２９社）

22

正会員企業の構成

ユーザー

64%

情報子会

社

17%

ベンダー

14%

コンサルタ

ント

5%
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ＪＵＡＳ活動の関係図
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フォーラム
・部門経営フォーラム（４）
・グループ会社経営フォーラム（２＋１☆）
・ＩＴ企業ＴＯＰフォーラム（２＋１☆）
・ＣＩＯフォーラム（３）

（関西）・IT企業TOPフォーラム関西
・IT部門経営フォーラム関西
・ＩＴ企画推進フォーラム関西
・ITグループ会社フォーラム関西

研究会
・ＩＴ戦略研究会
・人材育成研究会
・情報共有研究会
・システム運用研究会
・企業リスクマネジメント研究会
・ユーザーＩＴ活用研究会

研究プロジェクト
・システム開発・保守ＱＣＤ向上プロジェクト
・サービス・サイエンス研究プロジェクト
・問題感知力研究プロジェクト☆
・ＯＳＳ活用研究プロジェクト●
・ＵＶＣ研究プロジェクト●（User Vender Collaboration）

・要求工学研究プロジェクト● （ＲEＴ:Requirements Engineering Technology）

・グローバルＩＴ研究プロジェクト●
・ソフトウェア機能継承プロジェクト●
・ＳＥの聞く力・話す力技術研究プロジェクト●

オープンセミナー

オーダーメイド研修

教材開発・出版

ＪＵＡＳスクエア
（運営・企画・プロデュース委員会）

研修事業
会員活動

調査事業
・企業IT動向調査
・ソフトウェアメトリックス

システムリファレンス
マニュアル
（普及推進）

・京都スクエア

・ITガバナンス2009

政策研究会
・技術委員会
・情報セキュリティ委員会
・重要インフラの信頼性
・IT経営協議会

（CIO戦略フォーラム）
ITを活用した経営改善事例分析WG ●
バリューチェーン効率化WG ●
ユーザー・ベンダーのパートナーシップWG ●
CIO人材育成WG ●

会員研修会
・ＪＵＡＳアカデミー

・セキュリティセンター
プライバシーマーク審査

・ＵＩＳＳセンター
ユーザー版（IT人材育成）

公開事業

海外研修

●：2008年度以前完了
☆：2009年度新設

プラザ
・JUASプラザ☆
・IT匠プラザ
・エルプラザ

イノベーション
経営カレッジ
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ＪＵＡＳ会員数とＪＵＡＳ活動への参加人数の推移

4

03年4月 04年4月 05年4月 06年4月 07年４月 08年4月 09年4月

正会員 １１８社 １２８社 １３０社 １４６社 １５２社 １６９社 171社

賛助会員 １０４社 １１４社 １１４社 １２1社 １２８社 １７０社 407社

合計 ２２２社 ２４２社 ２４４社 ２６７社 ２８０社 ３３９社 578社

2008 年 度
978名
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調査の概要
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企業IT動向調査2009（2008年度調査）の概要
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アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

11月に実施

インタビュー調査
重点テーマ中心に

11月～12月に実施

調査委員会、調査部会に
よる分析

• 94年度以来過去15年間継続して実施、
経年変化をふまえた分析

• アンケートとインタビューの複合効果
• IT部門だけでなく、利用部門にも調査
• 年度別に、重点テーマを設定

・ユーザー企業IT部門長：48社
・情報子会社役員 ： 7社

JUAS調査の特徴

• ITを活用したビジネスイノベーション
• ～IT経営の視点から～

• IT推進組織とIT人材戦略の適正化

今回の重点テーマ

調査報告
2009年4月発表

追加調査
IT予算 3月に実施

• ユーザー企業IT部門
723社対象 1P
有効回答：270社
（有効回答率37％）

• ユーザー企業IT部門4000社対象 24P
有効回答：864社（有効回答率22％）

• 経営企画部門：4000社対象 8P
有効回答：746社（有効回答率18％）
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企業IT動向調査2009（2008年度調査）の重点ﾃｰﾏ

①ITを活用したビジネスイノベーション – IT経営の視点から
ＩＴへの期待は、従来の自動化・合理化・効率化から、企業自身の競争優位の獲得へと幅を広げ

つつある。しかし、2007年度の調査では、IT投資を戦略型投資として投入する傾向が続いているも

のの、戦略型投資の増加指向の鈍化が指摘されている。ＩＴ投資を効果的に活用しながらＣＩＯをは
じめとする人材育成、企業の壁などを超えた標準化の推進など、ＩＴを駆使した企業、ひいては日本
の産業競争力の強化に積極的に取り組むために、各企業の取組みの傾向や課題を分析する。

取り組みの観点として、「経営戦略とIT戦略の融合」、「可視化による業務改革の推進」「ITの活用
による新ビジネスモデルの創出・ビジネス領域の拡大」、「標準化された安定的なIT基盤の構築」、
「ITマネジメント体制の確立」、「IT投資評価の仕組みと実践」、「IT活用に関する人材育成」、「ITに

起因するリスクへの対応」などの観点に対する取り組み状況を確認し、パターン別の傾向や課題を
分析する。

②ＩＴ推進組織とＩＴ人材戦略の適正化
ユーザー企業の情報システム部門は、戦略部門として位置づけられながらも、現実には期待に

応えられない企業も多い。たとえば、2007年度の調査では、経営企画部門の「ITを活用したビジネ
スイノベーション」の達成度合いの評価は「進んでいる」が1割、「遅れている」が3割である。この原

因としては、推進のための人材、スキルなどに関する課題が占める割合が大きく、「ビジネスイノ
ベーションを推進する人材」を「確保できていない」企業が7割にも上った。

2008年度は、自社の目的実現や課題解決に必要なＩＴ機能の遂行に求められるIT推進組織とIT
人材戦略に対して、能力やレベル感をどう認識し、どのような手段で実行するかを確認し、これから
の方向性を探るとともに、情報システム部門の寄与度指標の提案などを行なう。
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1. 回答企業のプロフィール

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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ｱﾝｹｰﾄ回答企業の業種
母集団の構成は07年度とほぼ同じと言える

11

34 4% 25 3% 175 20% 124 17%

66 8% 72 10% 53 6% 56 8%

63 7% 44 6% 33 4% 23 3%

7 1% 6 1% 24 3% 35 5%

18 2% 12 2% 7 1% 10 1%

40 5% 36 5% 7 1% 6 1%

35 4% 15 2% 12 1% 23 3%

53 6% 35 5% 66 8% 78 10%

65 8% 52 7% 17 2% 35 5%

71 8% 32 4% 18 2% 27 4%

9．電気機械製造

10．その他製造

5．繊維関連・紙・木材

6．鉄・非鉄金属・窯業

7．輸送機器・関連部品

8．一般機械製造

1．農林・水産・食品

2．建設・土木・鉱業

3．化学・薬品

4．石油・石炭・ゴム

企業数

ＩＴ部門 経営企画部門
製造業

ＩＴ部門
非製造業

企業数

経営企画部門

20．その他

11．商社・流通・卸売・小売

12．銀行・保険・証券・信販

13．不動産・倉庫

14．運輸

15．通信・通信サービス

16．電気・ガス・水道

17．放送・新聞・出版・印刷・映画

18．サービス業

19．情報処理業
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4%

3%
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6%
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1%

1%
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3%
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1%
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10%

9%

12%

2%

5%

0%

5%

2%

4%

0%

0%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門（n=864）

経営企画部門（n=746）

IT部門（n=634）

経営企画部門（n=683）

0
8
年

度
0
7
年

度

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
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企業IT動向調査では2006年度から
20業種を「7業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ」にまとめて業種の特性を分析

業種グループ名
IT部門 経営企画部門

属する業種
件数 ％ 件数 ％

A ．一次産業 100 12% 97 13% 1．農林・水産・食品 2．建設・土木・鉱業

B ．素材製造 128 15% 98 13%
3．化学・薬品 4．石油・石炭・ゴム

5．繊維関連・紙・木材 6．鉄・非鉄金属・窯業

C．機械製造 224 26% 134 18%
7．輸送機器・関連部品 8．一般機械製造

9．電気機械製造 10．その他製造

D ．商社・流通 175 20% 124 17% 11．商社・流通・卸売・小売

E ．金融 53 6% 56 8% 12．銀行・保険・証券・信販

F ．重要インフラ 50 6% 74 10% 14．運輸 15．通信・通信サービス

16．電気・ガス・水道 17．放送・新聞・出版・印刷・映画

G ．サービス 134 16% 163 22% 13．不動産・倉庫 18．サービス業

12

12%

13%

15%

13%

26%

18%

20%

17%

6% 6%

10%

16%

22%8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＩＴ部門（n=864)

経営企画部門（n=746)

一次産業 素材製造 機械製造 商社・流通 金融 重要インフラ サービス
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ｱﾝｹｰﾄ回答企業の従業員数（IT部門・業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別）
「商社・流通」「ｻｰﾋﾞｽ」は、規模の小さい企業が多い

13

7%

4%

5%

2%

13%

4%

2%

15%

39%

38%

34%

42%

44%

29%

34%

42%

22%

25%

21%

23%

22%

23%

18%

19%

23%

30%

29%

23%

18%

27%

18%

18%

5%

4%

4%

2%

6%

13%

18%

2%

3%

10%

4%

10%

2%

1%

0%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=857）

一次産業（n=100）

素材製造（n=125）

機械製造（n=224）

商社・流通（n=175）

金融（n=52）

重要インフラ（n=50）

サービス（n=131）

100人未満 100～499人 500～999人 1000～4999人 5000～9999人 10000人以上

業種グループ別 従業員数（ＩＴ部門）
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ｱﾝｹｰﾄ回答企業の売上高（IT部門・業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別）
「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」は、売上高の大きい企業が多い

14

業種グループ別 売上高（2007年度・単独決算） （IT部門）

2%

2%

3%

2%

2%

3%

19%

9%

15%

22%

13%

19%

9%

35%

54%

60%

52%

54%

60%

40%

50%

52%

20%

29%

25%

19%

18%

31%

24%

8%

5%

4%

0%

1%

2%

15%

8%

7%

2%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=831)

一次産業（n=99)

素材製造（n=122)

機械製造（n=217)

商社・流通（n=172)

金融（n=48)

重要インフラ（n=46)

サービス（n=127)

10億円未満 10～100億円未満 100～1000億円未満 1000億円～1兆円未満 1兆円以上



（C）JUAS 2009 1515

2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

①ITを活用したビジネスイノベーション
②CIOとIT経営

3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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JUASでは「ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」を「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」と
「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」に分けて定義している

ビジネスモデルの変革
（新技術を活用した

画期的なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）

ビジネスプロセスの変革
（日々の改善を
積み上げていく

漸進的ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）

Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

④業務プロセスの変革

⑤現場改善

⑥組織の改革を支える基盤の確立

①ビジネス自体の変革

②商品・サービスの創造

③顧客確保・拡大
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9%

33%

10%

56%

54%

18%

30%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1．「ビジネスモデルの変革」を企画・実現する
専任組織を設置して取り組んでいる

2．経営企画部門が中心になって、
「ビジネスモデルの変革」を企画し、実現をリードしている

3．IT部門が中心となって、
ITによる「ビジネスモデルの変革」の企画・実現を行っている

4．通常の事業計画の一部として、
業務部門が「ビジネスモデルの変革」の企画・実現を行っている

IT部門(n=500)

経営企画部門(n=617)

1717

ﾓﾃﾞﾙの変革主体は業務部門が減少し、経企部門と専任組織
が増加、経企部門はIT部門が変革主体とは思っていない

ビジネスモデルの変革主体 （ＩＴ部門回答と経営企画部門回答の比較）

ビジネスモデルの変革主体
（2007年度調査結果）
＜複数選択可＞

15%

50%

4%

31%
24%

14%

50%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1．専任組織

2．経営企画部門

3．IT部門

4．業務部門

IT部門（n=816）

経営企画部門（n=727）

｢ビジネスプロセスの
変革主体がＩＴ部門」
ＩＴ部門回答 ：28%
経営企画回答：17%
「ビジネスプロセスの変
革」に比べると「IT部門」
の比率が低い。
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ﾌﾟﾛｾｽの変革主体は業務部門、ﾓﾃﾞﾙの変革と比べるとIT部門
が変革主体の比率が高いが、経企部門回答とは11ﾎﾟｲﾝﾄの差

ビジネスプロセスの変革主体 （ＩＴ部門回答と経営企画部門回答の比較）

13%

29%

17%

42%

10%

26%

28%

37%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1．専任組織

2．経営企画部門

3．IT部門

4．業務部門

IT部門（n=817）

経営企画部門（n=728）

｢ビジネスモデルの
変革主体がＩＴ部門」
ＩＴ部門回答 ：14%
経営企画回答： 4%
・「ビジネスモデルの変革」
に比べると「IT部門」の比
率が高い。

ビジネスプロセスの変革主体
（2007年度調査結果）
＜複数選択可＞

9%

30%

21%

50%

6%

21%

28%

55%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1．継続して「ビジネスプロセスの変革」を実現するための
専任組織を設置して取り組んでいる

2．経営企画部門が中心となって、
「ビジネスプロセスの変革」を企画し、実現をリードしている

3．IT部門が中心となって、継続して
「ビジネスプロセスの変革」を企画・実現している

4．通常の事業計画の一部として、業務部門が
「ビジネスプロセスの変革」を企画・実現している

IT部門（n=516)

経営企画（n=629)
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大企業では「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革主体は経営企画部門」
「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革主体は業務部門」が主流

ビジネスモデルの変革主体 （企業規模別）

ビジネスプロセスの変革主体
（企業規模別） 8%

11%

13%

16%

29%

33%

20%

18%

29%

17%

24%

17%

34%

39%

42%

49%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門（n=549）

経営企画部門（n=518）

IT部門（n=261）

経営企画部門（n=197）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

1．専任組織 2．経営企画部門 3．IT部門 4．業務部門

10%

14%

17%

15%

52%

51%

45%

47%

16%

5%

10%

4%

21%

30%

28%

34%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門（n=549）

経営企画部門（n=517）

IT部門（n=260）

経営企画部門（n=197）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

1．専任組織 2．経営企画部門 3．IT部門 4．業務部門

・経営企画部門の回答を見ると
現時点ではＩＴ部門がビジネス
プロセスの変革主体となってい
るとは言い難い。
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2%

1%

2%

7%

8%

9%

23%

18%

19%

50%

50%

45%

17%

17%

19%

15%

13%

14%

14%

13%

13%

11%

10%

13%

27%

6%

16%

16%

18%

11%

7%

34%

29%

7% 12%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ビジネス自体の変革（n=820）

②商品・サービス創造（n=819）

③顧客確保・拡大（n=819）

④業務プロセスの革新（n=822）

⑤現場改善（n=823）

⑥支える基盤の確立（n=819）

1．（期待されており）応えられえている 2．（期待されており）一部は応えられている

3．（期待されており）応えられていない 4．（期待されており）どちらともいえない

5．期待されていない 6．わからない

2020

IT部門が経営層から期待されている領域は「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ
の変革④⑤⑥」で、その期待に応えている企業は約7割

ビジネスイノベーションに関して経営層からIT部門が期待されている領域とＩＴ部門の貢献

IT部門が経営層からの
期待に応えられている割合
（企業規模別）

・大企業の方が、経営者からの
期待に応えている。

・「ビジネスプロセスの変革
④⑤⑥」は期待されている
企業（「1」～「4」）が約8割

で、その期待に応えている
企業（「1」「2」）は約7割。

・「ビジネスモデルの変革①
②③」は期待されている企
業（「1」～「4」）が約5割で、

その期待に応えている企
業（「1」「2」）は約2割。

0

20

40

60

80
①ビジネス自体の変革

②商品・サービス創造

③顧客確保・拡大

④業務プロセスの革新

⑤現場改善

⑥改革を支える基盤の確立

1000人未満

1000人以上
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21%

19%

12%

12%

12%

9%

8%

6%

14%

11%

1%

5%

13%

9%

21%

2%

18%

7%

0% 10% 20% 30% 40%

3．経営トップの理解

1．効果的なテーマの選定

2．ビジネスプロセスを変革する手法の活用

5．「ビジネスイノベーション」推進の

専任組織の設置
6．業務部門のIT理解と

リーダーシップの発揮

7．IT部門の役割の拡大、位置づけの革新

4．CIOの強いリーダーシップの発揮

8．変革を担う人材に対する

人事評価制度の工夫

9．その他

1位（n=159）

2位（n=141）

27%

24%

17%

15%

10%

5%

2%

0%

0%

22%

15%

20%

11%

8%

6%

0%

2%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

3．経営トップの理解

1．効果的なテーマの選定

7．IT部門の役割の拡大、位置づけの革新

6．業務部門のIT理解と

リーダーシップの発揮

2．ビジネスプロセスを変革する手法の活用

4．CIOの強いリーダーシップの発揮

5．「ビジネスイノベーション」推進の

専任組織の設置
8．変革を担う人材に対する

人事評価制度の工夫

9．その他

1位（n=248）

2位（n=207）

2121

「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」でIT部門が経営層の期待に応えるため
には「経営ﾄｯﾌﾟの理解」と「効果的なﾃｰﾏの選定」が必要

「ビジネスモデルの変革」でIT部門が経営層の期待に応えられている理由

「ビジネスモデルの変革」で
IT部門が経営層の期待に
応えられていない理由

・２位まで含めると「ＩＴ部門の役割
拡大、位置づけに革新」が最大。
「IT部門にもっと役割を与えてくれ

さえすれば、うまくいくはずだ」と
いった意識の裏返しとも読める。

・「CIOの強いリーダー

シップの発揮」や「専任
組織の設置」は低い回
答結果となっている。
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20%

18%

16%

13%

9%

9%

9%

4%

13%

5%

2%

3%

8%

19%

12%

3%

20%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

6．業務部門のIT理解と

リーダーシップの発揮

3．経営トップの理解

2．ビジネスプロセスを変革する手法の活用

1．効果的なテーマの選定

4．CIOの強いリーダーシップの発揮

5．「ビジネスイノベーション」推進の

専任組織の設置

7．IT部門の役割の拡大、位置づけの革新

8．変革を担う人材に対する

人事評価制度の工夫

9．その他

1位（n=122）

2位（n=107）

28%

22%

14%

13%

11%

8%

3%

28%

15%

18%

1%

1%

12%

3%

6%

1%

1%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1．効果的なテーマの選定

6．業務部門のIT理解と

リーダーシップの発揮

3．経営トップの理解

7．IT部門の役割の拡大、位置づけの革新

2．ビジネスプロセスを変革する手法の活用

4．CIOの強いリーダーシップの発揮

5．「ビジネスイノベーション」推進の

専任組織の設置
8．変革を担う人材に対する

人事評価制度の工夫

9．その他

1位（n=512）

2位（n=437）

2222

「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」で経営層の期待に応えるためには「効
果的なﾃｰﾏ」と「業務部門のIT理解とﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの発揮」が必要

「ビジネスプロセスの変革」でIT部門が経営層の期待に応えられている理由

「ビジネスプロセスの変革」
でIT部門が経営層の期待
に応えられていない理由

・「CIOの強いリーダー

シップの発揮」や「専任
組織の設置」は低い回
答結果となっている。

・応えられていない企業は
応えられている理由の1位

「効果的なテーマの選定」
の重要性を見逃している可
能性がある。
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経営企画部門の「ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」の達成度
合いの評価は、「進んでいる」が1割、「遅れている」が3割

ITを活用したビジネスイノベーションの達成レベル (経営企画部門の回答）

9%

10%

8%

12%

9%

9%

53%

55%

58%

50%

56%

48%

30%

27%

28%

32%

29%

36%

8%

8%

6%

6%

5%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ビジネス自体の変革

②商品・サービス創造

③顧客確保・拡大

④業務プロセスの革新

⑤現場改善

⑥支える基盤の確立

1．進んでいる 2．同業他社並み 3．遅れている 4．わからない

10%

8%

8%

12%

11%

7%

51%

54%

56%

48%

51%

52%

31%

30%

28%

36%

32%

35%

7%

8%

7%

5%

5%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ビジネス自体の変革

②商品・サービス創造

③顧客確保・拡大

④業務プロセスの革新

⑤現場改善

⑥組織の改革・支える基盤の確立

1．進んでいる 2．同業他社なみ 3．遅れている 4．わからない

ITを活用したビジネス
イノベーションの達成
レベル（2007年度）
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23%

20%

13%

13%

10%

8%

6%

11%

16%

14%

2%

4%

14%

8%

7%

1%

14%

15%

0% 10% 20% 30% 40%

1．効果的なテーマの選定

3．経営トップの理解

6．業務部門のIT理解と

リーダーシップの発揮
5．「ビジネスイノベーション」推進の

専任組織の設置
2．ビジネスプロセスを変革する

手法の活用

4．CIOの強いリーダーシップの発揮

7．IT部門の役割の拡大、位置づけの革新

8．変革を担う人材に対する
人事評価制度の工夫

9．その他

1位（n=291）

2位（n=274）

41%

28%

8%

7%

6%

5%

4%

22%

15%

8%

1%

2%

8%

8%

8%

5%

1%

26%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

3．経営トップの理解

1．効果的なテーマの選定

6．業務部門のIT理解と

リーダーシップの発揮
2．ビジネスプロセスを変革する

手法の活用

7．IT部門の役割の拡大、位置づけの革新

4．CIOの強いリーダーシップの発揮

5．「ビジネスイノベーション」推進の

専任組織の設置

9．その他

8．変革を担う人材に対する

人事評価制度の工夫

1位（n=127）

2位（n=120）

2424

「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」で他社より進んでいる理由と遅れてい
る理由はともに「経営ﾄｯﾌﾟの理解」と「効果的なﾃｰﾏの選定」

「ビジネスモデルの変革」での他社より進んでいる理由 (経営企画部門の回答）

「ビジネスモデルの変革」で
他社より遅れている理由

・経営企画部門では、
「IT部門の役割の拡大、
位置づけの革新」「CIO
の強いリーダーシップの
発揮」といったIT関連の

組織や人材はあまり認
識されていない。
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28%

18%

16%

14%

12%

8%

2%

17%

13%

19%

1%

2%

5%

9%

15%

3%

2%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

3．経営トップの理解

2．ビジネスプロセスを変革する

手法の活用

1．効果的なテーマの選定

6．業務部門のIT理解と

リーダーシップの発揮

4．CIOの強いリーダーシップの発揮

7．IT部門の役割の拡大、位置づけの革新

5．「ビジネスイノベーション」推進の

専任組織の設置

9．その他

8．変革を担う人材に対する

人事評価制度の工夫

1位（n=130）

2位（n=124）

28%

19%

11%

11%

9%

8%

6%

20%

6%

7%

2%

4%

10%

17%

3%

2%

15%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

6．業務部門のIT理解とリーダーシップの発揮

2．ビジネスプロセスを変革する

手法の活用

1．効果的なテーマの選定

3．経営トップの理解

5．「ビジネスイノベーション」推進の

専任組織の設置

4．CIOの強いリーダーシップの発揮

7．IT部門の役割の拡大、位置づけの革新

8．変革を担う人材に対する

人事評価制度の工夫

9．その他

1位（n=308）

2位（n=293）

2525

「ﾌﾟﾛｾｽの変革」で進んでいる理由は「経営ﾄｯﾌﾟの理解」、遅れて
いる理由は「業務部門のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ」と「変革する手法の活用」

「ビジネスプロセスの変革」での他社より進んでいる理由 (経営企画部門の回答）

「ビジネスプロセスの変革」で
他社より遅れている理由

・「ビジネスプロセスの変
革」では、スキル（「ビジ
ネスプロセスを変革する
手法の活用」）や意識
（ 「業務部門のＩＴ理解と

リーダーシップの発揮」）
といった実行面の課題が
上位に選択されている。

・「経営トップが理解」し旗を振っ
たとしても「業務部門のＩＴ理解と
リーダーシップの発揮」やそれを
実現する「ビジネスプロセスを変
革する手法」がないために他社
に遅れをとっているとの認識。
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＜まとめ＞ 「ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」への
IT部門の係わりについて

１．「ビジネスプロセスの変革」については、全社レベルで数多くの業務に
横串を入れて関与できるIT部門の主体性発揮が期待されている。
「ビジネスプロセスの変革」はITがその実現手段として大きな位置づけに
なることからIT部門への期待が大きい。

２．全社レベルでの新たな「ビジネスモデルの変革」については、IT部門
以外の経営企画部門や業務部門が主体となって行っている。
特に、大企業においては、IT部門や業務部門主体では限界があり、ト
ップダウン体制（経営企画部門または専任組織）でのリードが期待され
ている。

「ITの活用」に対して一般的な理解が進む中で、ITの活用が「IT部門の
課題」という見方は解消されつつある。
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１ 「情報システムの変革」の前に「ビジネスプロセスの変革」があり、その前に「ビジネスモデルの変革」がある

ことを理解して推進すること。

2 ビジネスモデル、ビジネスプロセス、情報システムの変革はどの組織が中心になって推進してもよい。

ＩＴ部門は企業全体をあるいは関連企業全体を見て客観的な立場で積極的に提案すること。

3 今がベストと考えない人がたくさん存在する企業が成長する。目線を高くして実態の分析をすること。

工期・品質・生産性・顧客満足度の目標はまだまだ改善の余地が大きい。

4 目の前の問題を一歩一歩改善をする組織文化を育んでいる企業は強い。

5 事業部最適→全社最適→関連企業含めての最適がある。

境界設計をどこにおくのかによってシステムの構造、内容は大きく変化する。

6 顧客の顧客は何を期待していますか？ 納入先の納入先の企業は納入品の品質に満足していますか？

7 「今一番の問題は何ですか？」 「それを解決したら総ての問題は解消しますか？」

8 「何人時間省略できます」の効果は、企業にプラスをもたらさない。

「その時間に何をしますか？」を徹底的に議論し、実行した企業が発展する。

9 ＩＴ費用は10年間で半分になる。新人を採用した場合10年間で人件費は50％アップする。

どちらを選択するかは経営の醍醐味。

10 人財育成がｷｰポイント。企業戦略があって組織戦略があり、人財育成戦略がある。

外部頼みは限界がある。まず自社、自組織の強化を図ること（ＵＩＳＳの活用）。
2727

＜JUASからの提言＞自社のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを再確認し、経営から
視点を得ながら、現業とITとの橋渡しを行っていくことが重要

「ＩＴを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」を実現するための10のﾎﾟｲﾝﾄ ＜JUASからの提言＞
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2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

①ITを活用したビジネスイノベーション
②CIOとIT経営

3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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9%

8%

8%

6%

6%

5%

14%

15%

13%

50%

48%

45%

42%

42%

40%

66%

62%

57%

41%

44%

47%

51%

52%

55%

20%

24%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=852）

06年度（n=779）

05年度（n=912）

08年度（n=582）

06年度（n=555）

05年度（n=635）

08年度（n=270）

06年度（n=224）

05年度（n=277）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

役職として定義されたCIOがいる IT部門・業務を担当する役員が相当する

CIOはいない、CIOに対する実質的な認識はない

2929

大企業の8割が「CIO」または「IT担当役員」を設置している
但し、「CIO」を明確に役職として定義している企業はまだ14%

CIOの設置状況 （企業規模別 年度別）

・「ＣＩＯ」という役職名の普及率の低さを別にすれば、多くの大企業では、すでに経
営組織面におけるＩＴ戦略へのトップダウンの関与が実現している。
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9%

8%

10%

7%

9%

17%

10%

8%

50%

51%

52%

51%

46%

66%

50%

43%

41%

41%

38%

42%

45%

17%

40%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=859）

1．一次産業（n=100）

2．素材製造（n=128）

3．機械製造（n=224）

4．商社・流通（n=171）

5．金融（n=53）

6．重要インフラ（n=50）

7．サービス（n=133）

2%

6%

9%

14%

3%

27%

41%

41%

45%

64%

82%

59%

58%

53%

46%

22%

15%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満（n=59）

100～499人（n=337）

500～999人未満（n=186）

1000～4999人（n=194）

5000～9999人（n=39）

10000人以上（n=37）

役職として定義されたCIOがいる IT部門・業務を担当する役員が相当する

CIOはいない、CIOに対する実質的な認識はない

3030

企業規模に比例して「CIO」が認識されている割合が高まる
業種別ではITﾘｽｸが経営ﾘｽｸに直結しやすい「金融」が突出

CIOの設置状況
（従業員数（正社員）別）

CIOの設置状況
（業種グループ別）
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CIOがいない理由は「経営層が必要と思っていない」が過半数
大企業では「社内に適任者がいればCIOを設置したい」が4割

CIO（あるいはＩＴ担当役
員）を設置していない理
由＜複数回答可＞

将来CIOの設置希望の
有無

55%

48%

27%

1%

65%

24%

25%

0%

56%

44%

27%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1．経営層がCIOを必要と思っていない

2．情報システムの規模が小さくCIOは不要

3．CIOに適任な人材が社内にいない

4．CIOを外部から採用したいが適任がいない

全体（n=347）

1．1000人未満（n=295）

2．1000人以上（n=51）

56%

58%

45%

36%

35%

39% 4%

5%

2%

2%

1%

1%

0%

3%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=342）

1．1000人未満（n=290）

2．1000人以上（n=51）

1．CIOを設置する予定はない 2．社内に適任がいればCIOを設置したい

3．外部に適任がいればCIOを設置したい 4．外部コンサルタント等にCIOの役を担わせたい

5．その他

・「CIOに適任な人材が社
内にいない」企業が１/４。

・大企業では「社内に適任
がいればＣＩＯを設置した
い」が４割。人材調達手段
が内部登用中心の姿勢で
あることが垣間見れる。
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CIOまたはIT担当役員の半数が、IT関連業務の経験がない
過去の業務経験は「経理・財務」「経営企画」「IT」の順

CIO（あるいはＩＴ担当役
員）のＩＴ関連業務の経験
年数

CIO（あるいはＩＴ担当役
員）の過去の主な経歴
＜複数回答可＞

・「 IT関連業務の経験がな
い」：０６年度５２％←０５年
度５５％←０４年度５０％。

54%

58%

50%

4%

4%

3% 12%

13%10%

8%

21%

20%

19%

14%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=501）

1．1000人未満（n=280）

2．1000人以上（n=217）

1．経験がない 2．2年未満 3．2～5年未満 4．5年以上 5．キャリアを通じてIT関連業務

20%

13%

11%

6%

9%

31%

26%

23%

17%

8%

15%

9%

16%

10%

37%

30%

24%

19%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

4．経理、財務

5．経営企画

1．IT

7．営業

2．総務

6．業務企画、営業企画

8．中途入社

9．その他

3．人事

1．1000人未満（n=104）

2．1000人以上（n=68）
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CIOがIT関連業務に投入する時間割合は、大企業では
「専任＆5割以上」はわずか1/4、「1割以下」が4割

CIO（あるいはＩＴ担当役
員）がＩＴ関連業務に投入
する時間割合

CIO（あるいはＩＴ担当役
員）とＩＴ部門長の対面コ
ミュニケーション頻度

・０６年度（２年前）と比べて
大きな変化は認められない。

（０６年度の「全体」：「 専任」
７％、「５割以上」６％、「3割
以上」１３％、「1割以上」２
５％、「1割以下」４９％）。

41%

41%

41%

20%

18%

25% 20%

5% 9%

9%

10%

23%

22%

3%

2%

2%

8%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=499）

1．1000人未満（n=279）

2．1000人以上（n=216）

1．週に1回以上 2．週に1回程度 3．月に1回程度

4．半年～四半期に1回程度 5．年に数えるほど 6．兼務

・「週１回以上」が４割。

ＩＴ関連業務の現状を理解し、
経営視点で判断・リードする
ために、現場との交流を重
視するＣＩＯが多い。

9%

5%

15%

7%

6%

8% 13%

47%

11%

12%

25%

25%

25%

53%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=496）

1000人未満（n=277）

1000人以上（n=216）

専任 5割以上 3割以上 1割以上 1割以下
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CIOの役割の実現ﾚﾍﾞﾙについての評価は今ひとつの感
「IT人材の育成・活用」と「ｱｰｷﾃｸﾁｬの構築」に苦慮している

CIO（あるいはＩＴ担当役員）の役割と実現レベル

・情報システムへのインパクト（コスト・品質・期間など）を最小に抑えられる新しいＩＴアーキテク
チャー（ＳＯＡ等）への試みは、今しばらくは成果獲得まで試行錯誤の時期が続くのではないか。

14%

5%

4%

5%

6%

3%

9%

50%

33%

26%

35%

32%

22%

44%

19%

35%

35%

34%

33%

35%

25%

9%

13%

17%

15%

16%

21%

11%

8%

10%

0%

2%

5%

2%

1%

4%

3%9%

15%

12%

12%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略ビジョンの策定と経営層の支援獲得（n=494）

②現状の可視化による業務改革の推進と
ITによる最適化の実現（n=493）

③安定的なIT構造(アーキテクチャ)の構築（n=494）

④ITマネジメント体制の確立（n=494）

⑤IT投資の客観的評価の実践（n=494）

⑥IT人材の育成･活用（n=491）

⑦情報セキュリティ対策･情報管理の強化（n=495）

1．十分実現できている 2．ある程度実現できている 3．どちらともいえない

4．あまり実現できていない 5．ほとんど実現できていない 6．CIOの責任範囲ではない
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「IT経営憲章」（ITを我が国の競争力の糧とするための10原則）
CIO戦略ﾌｫｰﾗﾑが取りまとめ08年6月に経営者をﾒﾝﾊﾞｰとするIT経営協議会で採択

経営者は、グローバル化する経済の中で、国際競争力を獲得し、社会に有用な価値を提供し続けるために、
次の10原則に基づき、ＩＴを駆使した企業経営を実践する。

1. 【経営とＩＴの融合】経営者は、自らの経営判断に基づき、企業改革や業務改革の道具として常にＩＴを戦略的
に活用する可能性を探求する。

2. 【改革のリード】経営者は、企業改革にＩＴにおける技術革新の成果を生かし、日々の細かな改善を含め、中
長期にわたり、取組みをリードする。

3. 【優先順位の明確化】経営者は、取り組むべき企業改革や業務改革の内容を明らかにして、その実現に向け
たＩＴ投資の優先順位を常に明確に現場に示す。

4. 【見える化】経営者は、ＩＴを活用し、競争優位の獲得に必要な情報や業務を可視化し、かつステークホルダー
への情報開示や透明性の確保に取り組む。

5. 【共有化】経営者は、「見える化」した情報や業務を「共有化」し、企業内での部門を超えた業務間連携、業種・
業態・規模を超えた企業間連携を促す情報基盤構築やバリューチェーンの最適化に取り組む。

6. 【柔軟化】経営者は、ＩＴを活用し、個々の企業の枠にとらわれず、業務やシステムの組み替えや、必要な情報
を迅速かつ最適に活用できる事業構造への転換に取り組み、経営環境の急速な変化に柔軟に対応する。

7. 【ＣＩＯと高度人材の育成】経営者は、最適なＩＴ投資・ＩＴ活用を実現するために、ＣＩＯを任命し、ともに企業改

革や業務改革に取り組む。また、産学官、ユーザー・ベンダの垣根を越えて、ＩＴを駆使した企業改革を推進で
きる高度人材の育成・交流を推進する。

8. 【リスク管理】経営者は、ＩＴ活用がもたらすリスクと、問題が発生した際のステークホルダーや社会に及ぼす
影響を正しく認識し、その管理を徹底する。

9. 【環境への配慮】経営者は、環境に対する企業責任を認識し、ＩＴ活用によるエネルギー効率向上や省資源化
に取り組む。

10. 【国内企業全体の底上げ】経営者は、ＩＴ投資から最大限の効果を引き出すためにも、中小企業等企業規模
や業種の如何を問わず、企業の枠を超えて我が国企業全体のＩＴ経営の改善・普及に取り組む。
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CIO またはIT担当役員の設置率と経営ﾄｯﾌﾟの「IT経営度（IT
経営憲章の原則）」には明らかに正の相関関係が見られる

ＩＴを駆使した企業経営を実現するための経営トップの取り組み（グループ別ＤＩ値）

・事前に設定した仮説の一つ、「CIO等のIT戦略に関する経営職を設置している企業ほど、IT経営度が
高い」という仮説を立証するため、「役職として定義されたCIOがいる」企業群（グループA）、「（CIOは定
義されていないが）IT部門・業務を担当する役員がいる」企業群（グループB）、「CIOもIT担当役員もい
ない」企業群（グループC）に三分し、回答傾向を比較した。
・グループ間の差異をより鮮明にするために、「十分実践している」「ある程度実践している」と回答した比
率合計と、「あまり実践していない」「ほとんど実践していない」と回答した比率合計の差分をDI値とした。

38

28

11

15

15

12

54

20

24

13

8

11

6

2

2

11

-14

-24

-26

-23

-19

-32

-67

-37

①経営者自らの経営判断に基づき、企業改革や業務改革の道具
として常にITを戦略的に活用する可能性を探求している

②企業改革にITにおける技術革新の成果を生かし、日々の細かな
改善を含め、中長期にわたり、取組みをリードしている

③取り組むべき企業改革や業務改革の内容を明らかにして、その
実現に向けたIT投資の優先順位を常に明確に現場に示している

④ITを活用し、競争優位の獲得に必要な情報や業務を可視化し、
かつステークホルダーへの情報開示や透明性の確保に取り組ん

⑤「見える化」した情報や業務を「共有化」し、企業内での部門を超
えた業務間連携、業種・業態・規模を超えた企業間連携を促す情

⑥ITを活用し、個々の企業の枠にとらわれず、業務やシステムの
組み替えや、必要な情報を迅速かつ最適に活用できる事業構造

⑦最適なIT投資・IT活用を実現するために、CIOを任命し、経営者
とともに企業改革や業務改革に取り組んでいる

⑧IT活用がもたらすリスクと、問題が発生した際のステークホル
ダーや社会に及ぼす影響を正しく認識し、その管理を徹底している

グループA

グループB

グループC
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CIO がいる企業でも①～⑥を「十分に実施している」は1割
実践が比較的進んでいるのは①と②、実践していないのは③

ＩＴを駆使した企業経営を実現するための経営トップの取り組み（グループA）

11%

9%

9%

7%

7%

5%

27%

7%

42%

41%

28%

34%

34%

34%

42%

36%

32%

28%

35%

34%

34%

34%

16%

34%

8%

16%

19%

22%

20%

20%

12%

19%

7%

4%

4%

3%

7%

8%

5%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①経営者自らの経営判断に基づき、企業改革や業務改革の道具として
常にITを戦略的に活用する可能性を探求している（n=74）

②企業改革にITにおける技術革新の成果を生かし、日々の細かな改善を
含め、中長期にわたり、取組みをリードしている（n=74）

③取り組むべき企業改革や業務改革の内容を明らかにして、その実現に
向けたIT投資の優先順位を常に明確に現場に示している（n=74）

④ITを活用し、競争優位の獲得に必要な情報や業務を可視化し、かつス
テークホルダーへの情報開示や透明性の確保に取り組んでいる（n=74）

⑤「見える化」した情報や業務を「共有化」し、企業内での部門を超えた業
務間連携、業種・業態・規模を超えた企業間連携を促す情報基盤構築や

バリューチェーンの最適化に取り組んでいる（n=74）

⑥ITを活用し、個々の企業の枠にとらわれず、業務やシステムの組み替
えや、必要な情報を迅速かつ最適に活用できる事業構造への転換に取り

組み、経営環境の急速な変化に柔軟に対応している（n=74）

⑦最適なIT投資・IT活用を実現するために、CIOを任命し、経営者とともに
企業改革や業務改革に取り組んでいる（n=74）

⑧IT活用がもたらすリスクと、問題が発生した際のステークホルダーや社
会に及ぼす影響を正しく認識し、その管理を徹底している（n=74）

1．十分実践している 2．ある程度実践している 3．どちらともいえない

4．あまり実践していない 5．ほとんど実践していない

DI：38

DI：28

DI：11

DI：15

DI：15

DI：12

DI：54

DI：20
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「IT経営協議会」は、「IT経営憲章」の採択とともに、IT経営
の実現ｽﾃｯﾌﾟを示した「IT経営ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ」をあわせて提案

ＩＴ経営ロードマップ （ＩＴ経営協議会「ＩＴ経営ロードマップ」より再掲）

「IT経営ロードマップ」は、IT経
営を実現するために取り組む
べき課題を、成功企業の経験
をもとに、情報と業務の「見え
る化」「共有化」「柔軟化」 の
３ステップに整理したものである。

「CIOがいる企業（Aｸﾞﾙｰﾌﾟ)」
においても情報と業務の「見え
る化」「共有化」「柔軟化」 を
「十分実践している」とした回
答率は「④⑤⑥」のいずれの
行動原則も一桁に留まってい
ることから、日本企業における
これらの一連の取組みは、まだ
これからの感が強い。

出典：「IT経営ロードマップ」P35 図表 2-14 IT経営ロードマップ全体像（IT経営協議会、2008年6月）
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＜IT経営度（IT化ｽﾃｰｼﾞの状況）＞日本はｽﾃｰｼﾞ2までの部分
最適段階の企業が7割、米国は全体最適段階の企業が過半数

出典：「IT経営ロードマップ」P17図表 1-7 日本企業のIT化ステージの状況

（IT経営協議会、2008年6月）

・ 米国（H１８） ステージ１：０．０％、ステージ２：４６．２％、ステージ３：４４．９％、ステージ４：９．０％
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3%

1%

1%

0%

1%

1%

0%

0%

0%

31%

16%

18%

24%

15%

16%

4%

17%

10%

36%

40%

35%

42%

45%

52%

21%

32%

30%

8%

23%

21%

28%

32%

21%

10%

21%

21%

25%

7%

7%

7%

66%

30%

51%

9%

23%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=803）

全体（n=763）

1．一次産業（n=92）

2．素材製造（n=118）

3．機械製造（n=197）

4．商社・流通（n=148）

5．金融（n=47）

6．重要インフラ（n=47）

7．サービス（n=114）

現
状

目
標

1．導入段階 2．部門・事業部内 3．企業組織全体 4．企業間（グループ、産業） 5．導入なし

4040

情報・データの「共有化」は、業種・業務領域によって目指すべ
き次のステージ（3.企業全体または4.企業間）は一様ではない

「仕入れ・在庫管理」に関する情報・データの「共有化」の状況 （現状と目標・業種別）

・すべての産業が最上位のステージに位置する「企業間（グループ、産業）」を目標としてるわけではない。
（例えば、「素材製造」「機械製造」「商社・流通」では、「共有化」の目標を「企業組織全体」レベルに置く
回答が最も多い。「金融」では「顧客管理」の目標を「企業組織全体」と回答する企業が圧倒的に多い。）
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＜まとめ＞ 経営者を支援し、経営・現業・ITを結ぶ
「扇の要」として、改革の重要な担い手となるのがCIO

１．今回の調査結果が示す興味深い点のひとつは、日本企業におけるCIO（またはIT
担当役員）の平均的なプロフィールである。

米国系企業ではCEOを補佐する経営レベルでのIT専門職能としてCIO（を位置づけ、
登用にあたっても必然的にIT関連業務の経験値を重視する。
これに対して、日本企業におけるCIO（またはIT担当役員）は、IT関連業務のバックグ
ラウンドに対するこだわりが比較的「希薄」に映る。

２．こうした日本企業のCIOの独自性が、米国系企業のそれに劣っていると考えるのは
早計であろう。

経営・現業・ITを結ぶリーダーシップがCIOの責務であるならば、IT以上に現業部門の
業務経験が豊富であるという点はむしろ日本企業のCIOの優れた持ち味かもしれない。

⇒つまり、単に情報システムを作り活用するのであれば米国系企業のCIO（Chief 
Information Officer）の役目に収まるが、日本企業のCIOは様々な改革の推進者で
あるCIO（Chief Innovation Officer）であることを期待されている。
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3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化

①IT推進組織
②IT人材戦略

4. 2008年度の企業の主なIT動向
①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命



（C）JUAS 2009

組織形態

43

ＩＴ部門の組織形態

戦略・企画 開発 運用

戦略・企画

戦略 開発 運用

戦略・企画 開発 運用

戦略・企画 開発 運用

全社

①集権型A

②集権型B

③集権型C

事業部
情報子会社

・アウトソーサー

④連邦型A

⑤連邦型B

⑥分散型

戦略・企画・計画・開発・運用機能の分担

開発 運用

企画

戦略・企画 開発 運用

戦略・企画

戦略・企画 開発 運用戦略

(全社システム) (事業部システム)

(全社システム) (全社・事業部システム)(事業部システム)

(事業部システム)

・集権型：全社で統一されたルールに基づき一元的に統括・管理
・連邦型：全社プロジェクトは一箇所で統括、

各事業部固有のシステムは事業部が担当
・分散型：企画機能をはじめとする全ての機能を各事業部に分散
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77%

76%

73%

74%

74%

73%

71%

21%

22%

23%

23%

20%

20%

18%

2%

2%

4%

4%

6%

7%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=851）

07年度（n=623）

06年度（n=772）

05年度（n=915）

04年度（n=965）

03年度（n=855）

02年度（n=1152）

集権型 連邦型 分散型

44

02年からの傾向は「集権型」を選択する企業が着実に増加
企業は機能を集中化してＩＴｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを強化しようといる

年度別 ＩＴ部門の組織形態

・この7年間で、「分散型」は８ポイント減少し、
「集権型」が６ポイント、「連邦型」が３ポイント増加。
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79%

79%

69%

73%

77%

77%

70%

71%

84%

85%

83%

74%

74%

68%

76%

63%

77%

73%

67%

19%

20%

26%

23%

20%

22%

21%

26%

23%

15%

14%

15%

25%

33%

21%

32%

21%

38%

20%

24%

28%

5%

3%

3%

2%

3%

4%

6%

2%

1%

2%

2%

0%

4%

0%

2%

0%

3%

2%

5%

76%

68%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=97）

07年度（n=82）

06年度（n=104）

08年度（n=128）

07年度（n=97）

06年度（n=129）

08年度（n=222）

07年度（n=163）

06年度（n=201）

08年度（n=170）

07年度（n=116）

06年度（n=141）

08年度（n=53）

07年度（n=40）

06年度（n=47）

08年度（n=50）

07年度（n=42）

06年度（n=56）

08年度（n=131）

07年度（n=83）

06年度（n=94）

一
次

産
業

素
材

製
造

機
械

製
造

商
社

・
流

通
金

融
重

要
イ

ン
フ

ラ
サ

ー
ビ

ス

集権型 連邦型 分散型

45

「ｻｰﾋﾞｽ」と「機械製造」で「集権型」が大きく増加、
「素材製造」と「重要ｲﾝﾌﾗ」ではM&Aで「連邦型」が増える

業種グループ別 ＩＴ部門の組織形態
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50%

52%

48%

58%

60%

53%

34%

33%

24%

21%

20%

21%

17%

17%

30%

29%

27%

4%

5%

3%

3%

5%

4%

5%

5%

9%

10%

12%

9%

11%

11%

9%

14%

11%

11%

12%

6%

7%

9%

22%

20%

18%

33%

4%

10%

2%

2%

4%

3%

3%

4%

1%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=851）

07年度（n=623）

06年度（n=772）

08年度（n=575）

07年度（n=414）

06年度（n=550）

08年度（n=269）

07年度（n=201）

06年度（n=222）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

集権型A 集権型B 集権型C 連邦型A 連邦型B 分散型

46

1000人未満の企業は「集権型」が着実に増加、大企業で
は「集権型」への移行が一段落、M&Aで「連邦型」が増加

企業規模別 ＩＴ部門の組織形態
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58%
62%

63%

62%

61%
67%

75%

78%
71%

59%

60%

62%
36%

43%

45%
50%

52%

41%

58%
66%

64%

42%
38%

38%

38%

39%
33%

25%

22%
29%

41%

40%

38%
64%

58%

55%
50%

48%

59%

42%
34%

36%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=97）

07年度（n=82）

06年度（n=104)

08年度（n=128）
07年度（n=97）

06年度（n=129）

08年度（n=222）
07年度（n=163）

06年度（n=201）

08年度（n=170）

07年度（n=116）
06年度（n=141）

08年度（n=53）

07年度（n=40）
06年度（n=47）

08年度（n=50）

07年度（n=42）

06年度（n=56）
08年度（n=131）

07年度（n=83）

06年度（n=94）

一
次

産
業

　
素

材
製

造
機

械
製

造
商

社
・

流
通

金
融

重
要

イ
ン

フ
ラ

サ
ー

ビ
ス

自社型 子会社・アウトソーサー利用型

47

全業種でｱｳﾄｿｳｻｰの利用が拡大し、「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」
では既に半数を超える、自社型が多いのは「機械製造」

業種グループ別 アウトソーサーの利用状況
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50%

38%

28%

58%

45%

31%

22%

22%

24%

32%

28%

21%

29%

26%

30%

37%

34%

4%

7%

3%

5%

7%

4%

9%

7%

9%

8%

15%

9%

8%

16%

8%

13%

11%

14%

18%

6%

9%

16%

22%

24%

23%

33%

6%

10%

2%

3%

4%

3%

4%

5%

1%

0%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度現状（n=844）

08年度将来（n=831）

08年度将来（経企）（n=678）

08年度現状（n=575）

08年度将来（n=564）

08年度将来（経企）（n=492）

08年度現状（n=269）

08年度将来（n=267）

08年度将来（経企）（n=186）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

集権型A 集権型B 集権型C 連邦型A 連邦型B 分散型

48

経営企画部門はﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾋﾟｰﾄﾞへの対応を重視するので
将来の組織形態として「連邦型」を選択する企業が多い

企業規模別 ＩＴ部門の組織形態の方向性（現状と将来）

・ IT部門の組織形態の将来は、集権型：７６％（2ポイント減少）、連邦型：２２％（２ポイント
増加）、分散型：３％（１ポイント増加）で現状とあまり変わらない。
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61%

48%

47%

69%

57%

52%

31%

36%

39%

52%

53%

31%

43%

48%

56%

69%

64%

44%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度現状（n=844）

08年度将来（n=831）

08年度将来（経企）（n=678）

08年度現状（n=575）

08年度将来（n=564）

08年度将来（経企）（n=492）

08年度現状（n=269）

08年度将来（n=267）

08年度将来（経企）（n=186）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

自社型 子会社・アウトソーサー利用型

49

大企業ではｱｳﾄｿｰｻｰの利用はさらに進んで7割へ
将来の方向性はＩＴ部門と経企部門の考え方がほぼ同じ

子会社・アウトソーサー利用の方向性（現状と将来）
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15%
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14%
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18%
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16%

18%
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5%
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4%
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45%
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72%
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76%

85%

81%

83%

57%

52%

53%

55%

60%

60%

47%

48%

49%

64%

65%

68%

49%

47%

47%

70%

71%

74%

38%

38%

42%

1%

1%

2%

2%

3%

2%

3%

12%

14%

12%

11%

13%

12%

12%

15%

14%

12%

14%

12%

11%

13%

12%

0%

1%

1%

0%

0%

2%

0%

1%

0%

1%

30%

18%

21%

28%

18%

21%

18%

11%

10%

15%

9%

9%

14%

10%

9%1%

2%

2%

1%

1%

1%

3%

4%

3%

5%

2%

1%

0%
1%

0%

1%

2%

0%
0%

1%

0%

0%

1%

1%

1%

0%

1%

2%

1%

1%

3%

2%

1%

1%

2%

1%

1%

2%

1%

1%

0%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

7%

6%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全社ＩＴ戦略の策定 '08（n=850）

        〃　　　　　 '07（n=627）

        〃　　　　　 '06（n=765）

ＩＴ予算の管理/開発順序の優先付 '08（n=852）

        〃　　　　　  '07（n=627）

        〃　　　   　 '06（n=769）

全社アプリケーションの企画 '08（n=854）

        〃　　　　　 '07（n=626）

        〃　　　　　 '06（n=770）

部門アプリケーションの企画 '08（n=851）

        〃　　　　　 '07（n=623）

        〃　　　　　 '06（n=766）

全社システムの開発 '08（n=856）　

        〃　　　　　 '07（n=626）　

        〃　　　　　 '06（n=771）　

部門システムの開発 '08（n=852）

        〃　　　　　 '07（n=622）

        〃　　　　　 '06（n=767）

全社システムの運用 '08（n=856）

        〃　　　　　 '07（n=624）

        〃　　　　　 '06（n=772）

部門システムの運用 '08（n=849）

        〃　　　　　 '07（n=620）

        〃　　　　　 '06（n=768）

ネットワーク管理 '08（n=854）

        〃　　　　　 '07（n=625）　

        〃　　　　　 '06（n=771）　

全社業務改革（BPR）の推進 '08（n=834）

        〃　　　　　 '07（n=610）

        〃　　　　　 '06（n=756）

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他 50

IT部門の役割は「全社ｼｽﾃﾑの企画」「IT予算の管理」「IT戦略の策定」に特
化しつつある、一方で、「ｼｽﾃﾑ開発・運用」「ﾈｯﾄﾜｰｸ管理」は情報子会社が
担う割合が減少し、ｱｳﾄｿｰｻｰが担う割合が大幅に増加

ＩＴ関連業務の役割分担 ・「全社業務改革（ＢＰＲ)の推進」は「利用部門」が１０％→１４％、
経営企画部門は４５％→４０％と変化している。
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1000人以上
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11%

19%

12%

1%

0%

50%

4%

6%

50%

0%

1%

2%

22%

1%

1%

1%

2%

4%

3%

1%

0%

1%

1%

31%

0%

0%

0%

15%

0%

7%

8%

0%

1%

1%

1%

0%

1%

0%

3%

1%

0%

1%

1%

0%

0%

1%

0%

2%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全社ＩＴ戦略の策定 '08（n=269）

　　　〃　　　 '07（n=204）

ＩＴ予算の管理/開発順序の優先付 '08（n=269）

　　〃　　　 '07（n=204）

全社アプリケーションの企画 '08（n=269）

　　　〃　　　 '07（n=204）

部門アプリケーションの企画 '08（n=269）

　　　〃　　　 '07（n=203）

全社システムの開発 '08（n=269）　

　　　〃　　　 '07（n=204）　

部門システムの開発 '08（n=269）

　　　〃　　　 '07（n=203）

全社システムの運用 '08（n=268）

　　　〃　　　 '07（n=204）

部門システムの運用 '08（n=268）

　　　〃　　　 '07（n=203）

ネットワーク管理 '08（n=267）　

　　　〃　　　 '07（n=203）　

全社業務改革（BPR）の推進 '08（n=262）

　　　〃　　　 '07（n=201）

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他

ｃ

51

大企業の「全社業務改革（BPR）の推進」担当は経営企画部門
が減り、利用部門：2割、経営企画部門：4割、ＩＴ部門：3割に

ＩＴ関連業務の役割分担（企業規模別１０００人以上）
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24%

23%

15%

15%

9%

7%

5%

3%

1%

28%

25%

18%

16%

9%

4%

1%

14%

15%

5%

26%

13%

7%

5%

23%

22%

10%

11%

8%

23%

13%

2%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

4．開発のパワー不足

2．組織的な問題で調整が複雑化・非効率化

6．ITに関する全社的な統括が不十分

1．計画段階における意思決定プロセスが複雑

9．キャリアパス、社内の研修体制が不十分

8．スキル標準が導入されていない

3．運用上のトラブルへの役割や責任分担があいまい

5．権限が過度に集中または分散

7．ITの管理が厳しい

2．組織的な問題で調整が複雑化・非効率化

4．開発のパワー不足

1．計画段階における意思決定プロセスが複雑

6．ITに関する全社的な統括が不十分

3．運用上のトラブルへの役割や責任分担があいまい

5．権限が過度に集中または分散

7．ITの管理が厳しい

0
8
年

度
0
5
年

度

08年度1位(n=833） 07年度1位(n=923）

07年度1位(n=923） 07年度2位(n=871）

52

「開発ﾉｳﾊｳの空洞化」や「縦割り組織の弊害」で開発が遅れ
る現実が浮き彫りに、「IT人材戦略の適正化」が喫緊の課題

現在のIT組織体制に関して改善の必要性を感じている点（上位２つ）
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25%

25%

20%

11%

6%

4%

4%

2%

1%

27%

31%

17%

10%

5%

4%

4%

2%

0%

9%

23%

21%

11%

9%

8%

6%

14%

10%

20%

12%

8%

4%

0%

11%

1%

12%

20%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

2．経営トップのITへの理解と参加

1．経営戦略とIT戦略の一体化

3．要員の増強などIT部門の強化

4．優秀な人材の育成

7．IT部門の統括の強化

5．IT部門における自社ビジネスの知識と理解

6．業務部門への責任と権限委譲

8．分散したIT機能の再編

9．その他

2．経営トップのITへの理解と参加

1．経営戦略とIT戦略の一体化

3．要員の増強などIT部門の強化

4．優秀な人材の育成

7．IT部門の統括の強化

5．IT部門における自社ビジネスの知識と理解

6．利用部門への責任と権限委譲

8．分散したIT機能の再編

9．その他

08
年

度
0
5
年

度

08年度1位（n=841） 05年度1位（n=944）　

08年度2位（n=824） 05年度2位（n=929）

53

IT組織体制改善のための施策は「経営ﾄｯﾌﾟの理解」「経営戦
略とIT戦略の一体化」と「要員の増強」「優秀な人材の育成」

IT組織体制の改善ための施策（上位2つ）
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情報子会社を保有する企業は、全体で2割、大企業では4割
08年度は「大手ﾍﾞﾝﾀﾞｰが経営権を持つ情報子会社」が減少

情報子会社の保有状況

15%

7%

34%

15%

6%

34%

16%

8%

38%

2%

6%

5%

2%

10%

4%

4%

5%

81%

91%

60%

80%

92%

55%

80%

89%

57%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=834）

1000人未満（n=570）

1000人以上（n=264）

全体（n=626）

1000人未満（n=414）

1000人以上（n=203）

全体（n=760）

1000人未満（n=543）

1000人以上（n=217）

0
8
年

度
0
7
年

度
0
6
年

度

情報子会社あり（経営権あり） 情報子会社あり（経営権なし） 情報子会社なし
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11%

12%

18%

19%

17%

16%

5%

10%

36%

28%

36%

24%

10%

8%

9%

6%

8%

0%

1%

2%

4%

9%

13%

6%

7%

2%

82%

79%

77%

73%

83%

83%

93%

86%

55%

59%

58%

69%

88%

89%

7%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

08年度（n=98）

07年度（n=82）

08年度（n=125）

07年度（n=97）

08年度（n=218）

07年度（n=165）

08年度（n=168）

07年度（n=118）

08年度（n=53）

07年度（n=39）

08年度（n=50）

07年度（n=42）

08年度（n=129）

07年度（n=83）

一
次

産
業

素
材

製
造

機
械

製
造

商
社

・
流

通
金

融
重

要
イ

ン
フ

ラ
サ

ー
ビ

ス

情報子会社あり（経営権あり） 情報子会社あり（経営権なし） 情報子会社なし

55

情報子会社を保有している割合が高い業種ｸﾞﾙｰﾌﾟは
ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞが進んでいる「金融」と「重要ｲﾝﾌﾗ」で4割強

業種グループ別 情報子会社の保有状況



（C）JUAS 2009

n=148

20～50％未満
16%

50～80％未満
16%80～100％未満

33%

100％
22% 20％未満

12%

0％
1%

0％

20％未満

20～50％未満

50～80％未満

80～100％未満

100％

56

親会社からの売上が80%以上が過半数で、100%は2割
逆に、外販は80%以上が1割で、50%以上が3割

情報子会社における親会社（含むグループ会社）からの売上比率
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11%

12%

10%

6%

30%

25%

15%

14%

29%

36%

27%

40%

29%

27%

49%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=143）

07年度（n=142）

08年度（n=113）

07年度（n=112）

開
発

工
程

運
用

工
程

20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80％以上

57

情報子会社でも開発工程・運用工程の外注化が進む
一方、運用工程は「内製化率80%以上」が急増して半数へ

情報子会社の内製化率
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0%

0%

8%

3%

1%

3%

3%

0%

1%

7%

16%

37%

5%

26%

21%

10%

3%

19%

35%

44%

37%

42%

52%

49%

52%

47%

53%

53%

36%

16%

43%

19%

23%

30%

44%

24%

6%

4%

3%

8%

3%

4%

5%

5%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①企画提案力（n=156）

②新しい技術の習得（n=157）

③親会社の業務の理解（n=156）

④親会社の業務改善への提案（n=157）

⑤サービスや品質（n=157）

⑥金額の妥当性（n=157）

⑦外部からの収入（外販）（n=145）

⑧営業力（n=146）

⑨コミュニケーション能力（n=156）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

58

情報子会社への満足度が高いのは「親会社の業務の理解」、
不満が多いのは「企画提案力」と「親会社の業務改善への提案」

主要な情報子会社への満足度

・07年度までの調査では情報子会社の強み、弱みと思われる項目を選択してもらった。
07年度調査では、情報子会社の強みは「親会社の業務の理解（８２％）」が圧倒的で、
情報子会社の弱みは「企画提案力（▲５４％）」と「主体性の発揮（▲４８％）」 との結果。
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19%

12%

24%

41%

57%

50%

39%

29%

27%

2%

0%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=155）

07年度（n=131）

06年度（n=139）

拡大方向 現状維持 親会社のガバナンスを強化する方向 その他

35%

33%

37%

44%

48%

45%

21%

18%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=150）

07年度（n=132）

06年度（n=140）

拡大方向 現状維持 外販を減らし親会社業務に注力

27%

30%

28%

63%

64%

65%

10%

6%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=157）

07年度（n=135）

06年度（n=139）

拡大方向 現状維持 縮小方向

59

情報子会社の今後の方向性（規模） 情報子会社の今後の方向性（外販）

情報子会社の今後の方向性（独立性）

情報子会社に対して「外販を拡大させて独立を促す企業」
と「外販を減らして親会社業務に注力させる企業」が増加
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将来のＩＴ部門のあるべき姿<３つのﾐｯｼｮﾝ> (ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）
今は1番目の役割が最大、将来は3番目の役割が大きくなる

１．企業のインフラとしてのＩＴシステムを24時間365日安定的に運用
し、会社に安心感を与えること

２．業務部門と連携して業務改善のシステムを開発すること

３．企業改革のエンジンとして、企業のイノベーションに貢献すること

＜将来のミッションのキーワード＞
・新たな価値の創造と持続可能な競争優位の確立。
・ビジネスのコア・コンピタンスになりえるITシステムになる。
・グローバルを意識した活動の組織にしていく。
・業務部門と一緒になって部分最適から全体最適をめざす。
・業務をグループで標準化する。システムの統合化と分散をグループで推進し、グ

ループ全体で見える化をすすめる。グループの経営課題をグループのITで解決する。
・組織のスリム化を図る。
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３番目の役割「企業のイノベーションに貢献する」ための活動
（ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）

・グローバルな全体最適の視点から業務の最適化、仕事の質の向上（プロセス改革）、
意思決定の手順の最適化、マネジメントの質の向上を図って、事業の収益向上に貢
献する。

・事業の再編、M&Aの動きがおこると、短期間で課題を解決するのにITは必須になる。
事業環境変化への柔軟な対応、グローバル化による海外の会社とのコミュニケーショ
ン、コラボレーション、情報共有などのニーズに応えていかなければならない。

・全体最適でないと、サプライチェーンのバリューマネジメント、製品のライフサイクルマ
ネジメント、製品開発スピード化などの効果がでない。

・競争力強化、効率化のために部門の壁、企業の壁を壊す。そのために新技術を積極
的に取り込んで、差別化されたシステムをつくる。

・戦略機能を強化するためには少数精鋭の体制でスピード感を出していくことが必要。

・戦略的展開をするためには社員の意識の変革が必要だ。そのためにはまずITの人間
がプロの集団としての意識改革が求められる。
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3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化

①IT推進組織
②IT人材戦略

4. 2008年度の企業の主なIT動向
①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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43%

78%

14%

40%

63%

11%

42%

65%

21%

21%

7%

8%

24%

7%

3%

26%

7%

6%

17%

6%

13%

16%

7%

11%

15%

13%

15%

6%

7%

7%

4%

9%

5%

5%

4%

5%

7%

4%

10%

5%

15%

4%

5%

14%

4%

3%

12%

35%

10%

40%

32%

3%

5%

11%

8%

2%

4%

2%

3%

2%

2%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門（n=857）

事業部門（n=744）

情報子会社（n=167）

IT部門（n=622）

事業部門（n=510）

情報子会社（n=115）

IT部門（n=767）

事業部門（n=613）

情報子会社（n=145）

0
8
年

度
0
7
年

度
0
6
年

度

5名未満 5～9名 10～19名 20～29名 30～49名 50～99名 100名以上

63

IT要員数に変化の兆し、事業部門では5名未満が急増して8割
に、20名未満が9割、情報子会社は50名以上が増加して5割に

ＩＴ要員数の推移（年度別）

（注）「情報子会社の要員」は情報子会社で親会社向けの業務を担当する要員
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24%

37%

6%

17%

38%

54%

57%

39%

88%

68%

53%

40%

20%

24%

6%

15%

10%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満（n=520）

1000人以上（n=251）

1000人未満（n=395）

1000人以上（n=195）

1000人未満（n=40）

1000人以上（n=103）

ＩＴ
部

門
事

業
部

門
情

報
子

会
社

増加 不変 減少

64

大企業では情報子会社とIT部門への増員意欲が年々高まる
大企業のIT部門は07年度以降減少から増加トレンドに変化

ＩＴ要員数のここ数年の傾向（企業規模別）

DI :   13      4 ▲3

DI :     0      9 9

DI :     2      7 10

DI :    4       2       3

DI :     3     12   7

DI :   32     31   25

08年 07年 06年

・インタビューでは、ＩＴ部門に戦略・企画機能を集中させ、情報子会社を活用して開発・運用業務
などの一部機能の外出しを図るなど、企業グループ全体でIT推進体制を整備し始めているとのコ
メントも。ＩＴ要員数の変化は、ＩＴ要員の最適配置への組織的対応が始まった兆しかも知れない。
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16%

30%

23%

28%

40%

39%

35%

53%

51%

54%

51%

40%

39%

51%

30%

19%

22%

20%

19%

22%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=86）

素材製造（n=117）

機械製造（n=213）

商社・流通（n=158）

金融（n=47）

重要インフラ（n=46）

サービス（n=110）

増加 不変 減少

65

ここ数年、IT部門の増員意欲が高いのは「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」
「ｻｰﾋﾞｽ」、逆に、増員意欲が最も低いのが「一次産業」

「ＩＴ部門の要員」のここ数年の要員数の傾向（業種グループ別）

08年 07年 06年

DI : ▲14  ▲27 ▲20

DI :     11   ▲6 ▲8

DI :   1      2 ▲2

DI :       8      1 9

DI :     21     28 15

DI :     17       5 ▲7

DI :     20     25 27



（C）JUAS 2009

23%

18%

20%

8%

7%

7%

18%

20%

18%

25%

26%

23%

14% 13%

16%

16%

14%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=821)

07年度（n=571)

06年度（n=753)

0％ 20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80～100％未満 100％

23%

24%

60%

83%

8%

16%

11%

8%

18%

22%

16%

6%

25%

22%

8%

2%

14% 13%

10%

0%

6%

2%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入社以来IT部門（n=821)

業務部門の経験者（n=821)

情報子会社、ベンダー等の
経験者（n=821)

業務部門と情報子会社等の
両方の経験者（n=821)

0％ 20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80～100％未満 100％

66

IT部門は様々な業務経験持つ要員で構成される組織を志向
依然として「入社以来IT部門」が多数を占めるが低減傾向へ

「IT部門の要員」
の経歴

入社以来IT部門の
人材が占める割合
の推移

・ 「入社以来IT部門」
が半数以上が５２％、
「業務部門の経験者」
が半数以上が３８％、
「情報子会社・ベン
ダー等の経験者」が
半数以上が１２%。

・「全員が入社以来ＩＴ
部門」という企業は

０８年度：１３％
０７年度：１６％
０６年度：１６％。
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14%

30%

26%

16%

13%

22%

18%

12%

16%

45%

41%

23%

61%

61%

66%

76%

70%

70%

75%

83%

44%

43%

51%

65%

24%

9%

7%

8%

17%

8%

7%

5%

39%

12%

8%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入社以来IT部門（n=719）

業務部門の経験者（n=681）

情報子会社、ITベンダーの経験者（n=465）

業務部門と情報子会社、
ベンダーの両方の経験がある（n=370）

入社以来IT部門（n=482）

業務部門の経験者（n=446）

情報子会社、ITベンダーの経験者（n=305）

業務部門と情報子会社、
ベンダーの両方の経験がある（n=242）

入社以来IT部門（n=237）

業務部門の経験者（n=235）

情報子会社、ITベンダーの経験者（n=160）

業務部門と情報子会社、
ベンダーの両方の経験がある（n=128）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

増加 不変 減少

67

今後、大企業では「入社以来IT部門（IT部門一筋）」を減らし、
「業務部門」と「情報子会社・ﾍﾞﾝﾀﾞｰ」の経験者を増やす意向

「ＩＴ部門の要員」の経歴の今後の方向性 （企業規模別）

08年07年

DI： ▲10 ▲10

DI： 21 22

DI： 19 22

DI： 8 -

DI： ▲3 1

DI： 15 16

DI： 11 13

DI： 7 -

DI： ▲23 ▲29

DI： 33 35

DI： 33 42

DI： 11 -
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6%

7%

3%

9%

12%

3%

22%

20%

25%

17%

18%

14%

15%

15%

16%

13%

13%

13%

57%

58%

56%

61%

57%

69%

0%

0%

0%

1%

0%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=848）

1000人未満(n=581）

1000人以上(n=267）

全体(n=627）

1000人未満(n=417）

1000人以上(n=201）

0
8
年

度
0
7
年

度

1．要員数も能力も足りている 2．要員数は足りているが能力が不足

3．能力は足りているが、要員数が不足 4．要員数も能力も不足

5．その他

68

「要員数も能力も足りている」企業は07年度：9％→6%に減少、
大企業では要員不足は改善傾向だが、深刻なのは能力不足

ＩＴ要員に対する満足度（企業規模別）
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49%

41%

29%

28%

27%

51%

40%

34%

25%

30%

32%

47%

68%

55%

38%

22%

17%

61%

42%

48%

56%

54%

53%

45%

48%

52%

58%

53%

53%

50%

29%

41%

50%

57%

52%

35%

7%

9%

13%

15%

16%

3%

9%

12%

15%

14%

12%

2%

3%

11%

17%

24%

4%

4%

4%

4%

6%

4%

3%

0%

1%

2%

2%

3%

2%

2%

2%

2%

0%

0%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画（n=842）

ＩＴ投資案件のマネジメント（n=840）

社内ＩＴ基盤の設計（n=841）

社内システムの開発・導入・保守（n=843）

社内システムの運用・管理（n=841）

業務改善の提案（n=843）

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画（n=573）

ＩＴ投資案件のマネジメント（n=572）

社内ＩＴ基盤の設計（n=573）

社内システムの開発・導入・保守（n=574）

社内システムの運用・管理（n=572）

業務改善の提案（n=574）

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画（n=269）

ＩＴ投資案件のマネジメント（n=268）

社内ＩＴ基盤の設計（n=268）

社内システムの開発・導入・保守（n=269）

社内システムの運用・管理（n=269）

業務改善の提案（n=269）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

大いに必要 ある程度必要 あまり必要性を感じない 必要なし

69

IT部門の要員に「大いに必要」とされる能力は 「業務改善の
提案」「IT戦略策定・IT企画」「IT投資案件のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」が突出

「ＩＴ部門の要員」に必要な能力（企業規模別）

・インタビューでは「ＩＴ部門の要員の役割が、開発や運用から全体的な企画機能に特化していく中
で、基本的な開発・運用能力の空洞化が進みつつある」との指摘もあった。
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大企業でも「大いに必要とされる」能力が逆に不足している、企
画段階での「問題感知力」や「考える力」の強化が共通の課題

2

2

2

3

5

7

2

1

2

3

5

6

2

2

2

3

7

10

21

26

24

33

41

46

22

25

24

32

38

45

18

27

24

37

48

49

59

58

60

53

45

39

58

58

58

53

46

40

60

58

63

50

40

37

19

15

15

11

10

8

18

15

16

12

11

10

19

13

12

10

6

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT戦略策定･IT企画

業務改善の提案

IT投資案件のマネジメント

社内IT基盤の設計

社内システムの開発･導入･保守

社内システムの運用･管理

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画(N=546)

業務改善の提案(N=549)

ＩＴ投資案件のマネジメント(N=544)

社内ＩＴ基盤の設計(N=545)

社内システムの開発・導入・保守(N=546)

社内システムの運用・管理(N=549)

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画(N=262)

業務改善の提案(N=261)

ＩＴ投資案件のマネジメント(N=259)

社内ＩＴ基盤の設計(N=255)

社内システムの開発・導入・保守(N=254)

社内システムの運用・管理(N=253)

全
体

1
0
0
0
未

満
1
0
0
0
人

以
上

1．充足している 2．ある程度充足 3．不足している 4．大いに不足

70

「ＩＴ部門の要員」に必要な能力の充足状況（企業規模別）

・システムの開発段階以降は、既存の要員体制で何とか充足可能な企業が過半数。但し、インタ
ビューでは「ＩＴシステムを安定的に運用するための障害対応力が落ちているので不安」との声も。
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0%

1%

2%

2%

0%

9%

24%

19%

28%

50%

42%

50%

62%

66%

62%

42%

53%

37%

14%

14%

9%

6%

6%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務改善の提案（n=176）

IT戦略策定・IT企画（n=175）

IT投資案件のマネジメント（n=174）

社内システムの開発・導入・保守（n=173）

社内IT基盤の設計 （n=173）

社内システムの運用・管理（n=175）

1．充足している 2．ある程度充足 3．不足している 4．大いに不足

71

要員数は足りているが能力が不足している企業（22%）の
不足能力も「業務改善の提案」と「IT戦略策定・IT企画」

71

要員数は足りているが能力が不足していると回答した企業の不足能力

・情報子会社の有無と能力の充足度との関係を見てみると、「充足している」、「ある程度充足してい
る」と回答した企業には情報子会社がある場合が多く、特に「社内IT基盤の設計」(43%)、「社内シス
テムの開発・導入・保守」(57%)、「社内システムの運用・管理」(60%)の充足度が高い。一方、情報子
会社がない企業が「社内IT基盤の設計」(66%)、「社内システムの開発・導入・保守」(57%)、「社内シ
ステムの運用・管理」(48%)を「大いに不足している」、「不足している」と回答したのとは対称的である。
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33%

27%

14%

12%

11%

2%

29%

18%

17%

13%

10%

8%

4%

1%

21%

26%

20%

15%

2%

17%

20%

9%

12%

13%

1%

15%

24%

5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

中途採用による対応

外部コンサル・アウトソースの活用

既存要員の育成

社内ローテーションによる対応

ＩＴ系の新卒学生の採用

その他

中途採用による対応

外部コンサル・アウトソースの活用

既存要員の育成

経営上の判断により補充が困難

ＩＴ系の新卒学生の採用

社内ローテーションによる対応

特に検討していない

その他

08
年

度
07

年
度

1位（08年度　n=776　07年度　n=564）

2位（08年度　n=723　07年度　n=511）

72

企業は即戦力となる人材を求めている、1位は「外部ｺﾝｻﾙ・
ｱｳﾄｿｰｽ」「中途採用」が増加して「既存要員の育成」が減少

ＩＴ要員が不足している場合の対応（上位2つ）



（C）JUAS 2009

11%

16%

4%

3%

2%

1%

0%

24%

20%

8%

15%

7%

5%

0%

65%

41%

33%

25%

6%

1%

52%

76%

74%

66%

56%

33%

5%

48%

19%

55%

65%

73%

94%

99%

24%

4%

19%

19%

37%

61%

95%

40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社内研修の実施（n=550）

外部研修への参加（n=570）

他社との交流ができる外部コミュニティへの参加（n=543）

部門内ローテーションの実施（n=547）

業務部門とのローテーションの実施（n=547）

関係企業(情報子会社等)への出向（n=535）

大学等へのリカレント教育(社会人再教育)の実施（n=537）

社内研修の実施（n=260）

外部研修への参加（n=268）

他社との交流ができる外部コミュニティへの参加（n=263）

部門内ローテーションの実施（n=263）

業務部門とのローテーションの実施（n=264）

関係企業(情報子会社等)への出向（n=255）

大学等へのリカレント教育(社会人再教育)の実施（n=251）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

1．大いに必要 2．ある程度必要 3．あまり必要性を感じない

73

IT要員の人材育成施策は「外部研修」「社内研修」が中心
「業務部門とのﾛｰﾃｰｼｮﾝ」「関係企業への出向」は実施に苦慮

「ＩＴ部門の要員」の人材育成のための施策（企業規模別）

・大企業では「業務部門とのローテーション」が０７年度：５２％→０８年度：６３％、
「外部コミュニティへの参加」が０７年度：７１％→０８年度：８２％と大きく上昇。
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58%

37%

23%

6%

4%

18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

IT関係通信教育、講習会等へ受講の費用補助

IT資格試験への受験料補助

IT資格保有者に対する資格手当

高度IT人材を処遇するポストの設置

高度IT人材を処遇する俸給体系

その他
（n=589）

74

能力不足対策のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞは外部研修や資格試験への
費用補助、今後はﾎﾟｽﾄや処遇のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが期待される

「ＩＴ部門の要員」の人材育成のためのインセンティブ

・ユーザー企業では、まだＩＴの専門家が企業内で認められていない。
どのような人材像が必要とされるかで、インセンティブは大きく異なる。
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既存要員の育成の場面において、大企業の1/3がIT人材管
理のために「ITSS」や「UISS」を利用あるいは参考にしている

企業規模別 既存要員育成時に取り入れている制度 （複数回答可）

・既存要員の育成に取り入れている制度は、全体では「情報処理技術者試験」が０７年度：

４８％→５６％、「ITSS」が０７年度： ２６％→２７％、「UISS」が０７年度： ２１％→２４％。

18%

24%

55%

15%

16%

33%

26%

21%

33%

31%

57%

12%

17%

37%

24%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

情報システムユーザースキル標準（UISS）

ITスキル標準（ITSS）

情報処理技術者試験

ITコーディネータ制度

PMP

（プロジェクトマネジメント協会の認定）

自社またはグループ独自の

IT系資格・スキル体系

ベンダー資格

その他

1000人未満（n=289）

1000人以上（n=195）
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7%

8%

7%

9%

14%

16%

38%

50%

45%

33%

37%

41%

48%

38%

45%

44%

42%

38%

4%

1%

10%

5%

6%

1%

1%

1%

3%

1%

1%

2%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=846）

情報子会社あり（n=157）

情報子会社なし（n=29）

全体（n=623）

情報子会社あり（n=125）

情報子会社なし（n=32）

0
8
年

度
0
7
年

度

1．強く感じる 2．やや感じる

3．あまり感じない 4．まったく感じない

5．むしろIT業界えお希望する学生が増えている 6．その他

76

「若者のＩＴ業界離れ」は続いている、ﾕｰｻﾞｰ企業のｼｽﾃﾑ現
場でも半数近い企業が「若者のＩＴ業界離れ」を感じている

若者のＩＴ業界離れについて

・ インタビューでも「不透明なキャリアパス」「残業が多いなどの就業環境のイメージの悪
さ」「教育機関や産業界をあげてイメージ改善が必要」との声が多かった。

・日本のIT産業界を強くするためには、ユーザー企業がもっと厳しくなる必要がある。
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＜まとめ＞ IT人材に求められる能力にパラダイムチェンジが
進む状況下、IT人材育成戦略は各企業の喫緊の課題である

１．システム導入や運用が情報子会社等にシフトし、
今やIT部門に期待される役割は、「業務改革や企業のイノベーションのエンジン」
へとパラダイムチェンジしつつある。

２．各ユーザ企業は、ここ数年間IT要員数を増やしIT組織の強化を図ってきたが、
「IT戦略の立案」、「IT企画」、「業務改革の提案」といった期待度の高い機能に
ついては、必ずしも満足できる状況にはない。
金融危機に直面した2008年以降は、従来以上に人材調達は難しくなると見込
まれる。そのため既存IT要員の育成は一層重要視されると考えられる。

３．「IT戦略の立案」、「IT企画」、「業務改革の提案」は、業務とITの両方の知見や
広範囲な視点からITを捉えることなどが必要とされ、容易に獲得できる能力では
ない。
IT人材育成にはIT要員のスキルを正確に現状把握（IT人材のスキル可視化）し
て、強化すべきポイントを捉えたうえで、目指すべき人材像に向けた中長期的な
人材育成戦略の策定が重要である。
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企業競争力向上のために、IT活用によるﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを実
践できる人材（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ経営のﾘｰﾀﾞｰ）を育成する方策が必要

グローバル化の大きな流れの中、企業が競争力を維持していくためには、自らの持
つビジネスモデルを環境変化に合わせて変革していくことが必要不可欠であり、そ
のためには「情報」という経営資源をいかに活用していくかを絶えず考え続けていか
なければならない

「情報」の持つ力を見出し、新たなイノベーションを巻き起こすためのツールとして「IT
＝情報システム」はとても重要なものであることは間違いない

経営層がIT部門を活用して、ITの持つポテンシャルを企業の経営改革に十分に活
かすことで、更なる成長に繋げていくことが期待されている

これまでCIOと呼ばれていた人材の役割が変化し、経営トップとIT部門・現場のコミ
ュニケーションを確保し、経営戦略に基づいた情報化推進を行う、ビジネスイノベー
ションの推進（イノベーション経営のリーダー）としての役割を担うことが求められて
いる

グローバル化の中で情報という経営資源を用いた新たなイノベーションが必要

経営層が自らの経営判断に基づき、ITを戦略的に活用する可能性の探求

CIOへの期待の変化



（C）JUAS 2009 79

＜JUAS教育研修事業＞ 「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ経営ｶﾚｯｼﾞ」 09年7月開講
9日間（前半5日：ITによるビジネス変革／後半4日：ITの効果的な活用）のプログラム

「講義」「事例研究（ケース・スタディ）」「模擬体験（ケース・メソッド）」「自社研究」の4つで構成

先進企業のCIO/CEO経験者から直接体験を聞くという疑似体験を通して
イノベーション経営にふれ、気づきを得る

座学だけではなく、模擬体験を中心とした実践的なカリキュラムを通して、
受講者自身が考える実践的な内容

模擬体験

（ケース・メソッド）

講義

事例研究

（ケース・スタディ）

研修者自身で考える

機会を提供する

事例や気付きの場

を提供する

体系的な知識・

方法論を提供す

る

自己実践

IT知識
（情報戦略、IS

管理）

IT知識
（情報戦略、IS

管理）

経営知識
（経営戦略

等）

経営知識
（経営戦略

等）ヒューマンスキル

（リーダーシップ等）

ヒューマンスキル

（リーダーシップ等）

学ぶ

気づく

考える

できる

人間力（マインド・センス・モラル）

「学ぶ」「気づく」「考える」

が身につくと、「できる」よ

うになる

自社の課題を自ら考え

る

イノベーション経営の
リーダーに必要とされ
る機能に関して、体系
的に整理された知識や
方法論を教示する

ケース教材を通して課
題と解決策を検討する

先進企業のCEO・CIO
経験者に実際の取り組
み事例を実体験を交え
て講演頂き、討議を通
して、重要成功要因を
抽出する

自社が実際に直面して
いる課題に対して、受
講者自身が考えて、解
決の糸口を見つける

実践

JUASならではの
プログラム！

（定員：30名）
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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0
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5

0
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20
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40

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

実績 予想

81

IT予算の伸びは07年度がピーク
09年度のIT予算は前年割れが必至

対前年比 次年度予測

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 0８年度 09年度

１0%以上増加 29％ 24 ％ 32％ 30％ 31％ 35％ 42％ 39％ 25％ 19％

１0%未満増加 16 ％ 16 ％ 15％ 14％ 16％ 17％ 19％ 18％ 18％ 16％

不変 28 ％ 29 ％ 19％ 22％ 23％ 21％ 17％ 14％ 27％ 30％

１0%未満減少 13 ％ 14 ％ 13％ 16％ 13％ 10％ 7％ 13％ 10％ 16％

１0%以上減少 14 ％ 17 ％ 21％ 19％ 17％ 16％ 15％ 16％ 19％ 19％

DI 18 9 13 9 17 26 38 28 15 0
N値 733 964 742 777 764 667 459 606 438 567

値はDIを示す
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20%

31%

37%

40%

17%

28%

42%

44%

12%

13%

15%

15%

23%

24%

25%

27%

36%

24%

19%

21%

17%

11%

5%

10%

12%

11%

11%

5%

24%

20%

17%

12%

20%

20%

18%

19%

19%

17%

11%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度予測
（08計画比, n=384）

08年度計画
（07計画比, n=397）

08年度計画
（07実績比, n=404）

07年度計画
（06実績比, n=308）

09年度予測
（08計画比, n=183）

08年度計画
（07計画比, n=197）

08年度計画
（07実績比, n=202）

07年度計画
（06実績比, n=147）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

82

09年度は大企業でIT予算削減が鮮明に、IT予算を「減少」
させる大企業は4割、「10%以上増加」させる大企業も11ポイント減

ＩＴ予算の増減（企業規模別）

DI： 1
DI：13
DI：24
DI：32

DI：▲2
DI：15
DI：38
DI：52
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23%

29%

20%

32%

17%

29%

8%

18%

9%

11%

14%

14%

26%

25%

23%

30%

47%

30%

30%

23%

13%

6%

19%

6%

5%

10%

13%

12%

28%

21%

38%

27%

15%

20%

23%

19%

16%

19%

12%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度予測

 (08計画比, n=118)

08年度計画

 (07計画比, n=126)

09年度予測

 (08計画比, n=304)

08年度計画

 (07計画比, n=310)

09年度予測

 (08計画比, n=113)

08年度計画

 (07計画比, n=120)

09年度予測

 (08計画比, n=26)

08年度計画

 (07計画比, n=33)

1
0
0
億

円
未

満

1
0
0
～

1
0
0
0
億

円
未

満

1
0
0
0
億

～

1
兆

円
未

満
1
兆

円
以

上

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

83

09年度は売上高が大きくなるほど影響が深刻
売上高「1兆円以上」は「減少」が5割でDI値はなんと▲19へ

ＩＴ予算の増減（07年度売上高別）

DI：12

DI：10

DI：▲2

DI：16

DI：▲2

DI：14

DI：▲19

DI：3
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19%

22%

13%

29%

19%

27%

23%

31%

22%

29%

27%

31%

18%

42%

11%

12%

21%

11%

14%

18%

18%

20%

19%

29%

20%

19%

11%

15%

31%

16%

27%

27%

27%

19%

32%

22%

19%

8%

27%

16%

42%

21%

23%

19%

19%

21%

19%

17%

10%

10%

14%

11%

13%

6%

10%

7%

17%

31%

20%

12%

21%

19%

18%

16%

25%

24%

13%

28%

19%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度予測（08計画比, n=75）

08年度計画（07計画比, n=77）

09年度予測（08計画比, n=85）

08年度計画（07計画比, n=90）

09年度予測（08計画比, n=149）

08年度計画（07計画比, n=151）

09年度予測（08計画比, n=120）

08年度計画（07計画比, n=125）

09年度予測（08計画比, n=36）

08年度計画（07計画比, n=38）

09年度予測（08計画比, n=30）

08年度計画（07計画比, n=32）

09年度予測（08計画比, n=72）

08年度計画（07計画比, n=81）

一
次

産
業

素
材

製
造

機
械

製
造

商
社

流
通

金
融

重
要

イ
ン

フ
ラ

サ
ー

ビ
ス

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

84

業種別に見ると09年度は「金融」「ｻｰﾋﾞｽ」が大きく落ち込み
輸出関連企業の多い製造業は09年度のDI値がﾏｲﾅｽへ

ＩＴ予算の増減（業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別）

DI： ▲10
DI： ▲16
DI： ▲5
DI： 7
DI： ▲7
DI： 9
DI： 13
DI： 25
DI： 3
DI： 24
DI： 20
DI： 16
DI： 0
DI： 35



（C）JUAS 2009 85

08年度は勝ち組に追いつこうとする「増収減益」だけが積極的な
IT投資を継続、「減収減益」は07年度の反動で大幅な落ち込み

業績別 ＩＴ予算ＤＩ値の経年変化

27

43

-2

-11

3

9
12

44

28

29

18 23

36
41

13

8
14

32

27

31

10
7

18

29
38

29

26
13

9 17

-20

-10

0

10

20

30

40

50

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度

増収増益 増収減益
減収増益 減収減益
全体

値はDIを示す
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売上高に対するIT予算比率の面でも08年度からIT投資の伸
びに陰りが見え始めた、 「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」もﾎﾟｲﾝﾄ減へ

売上高に対するＩＴ予算比率（業種別）

1.20

0.64

0.76

0.94

0.60

5.34

2.32

1.55

1.13

0.63

0.73

0.80

0.56

5.37

2.40

1.35

1.20

0.66

0.76

0.90

0.60

5.68

2.56

1.38

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

全体 （n=479)

一次産業 (n=69)

素材製造 (n=73)

機械製造 (n=123)

商社流通 (n=101)

金融 (n=27)

重要インフラ (n=28)

サービス (n=58)

08年度計画

07年度実績

07年度（計画ベース)
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09年度の新規投資は予算ﾍﾞｰｽでﾏｲﾅｽへ（伸び率：▲3.9%）
保守費用と新規投資の比率は計画では57：43とこの3年間一定
保守運用費はほぼ予算通りに執行、新規投資の予算執行率は9割

新規投資割合
03年：34%（実績）
04年：36%（実績）
05年：32%（実績）
06年：40%（実績）
07年：41%（実績）
08年：43%（計画）

保守運用費 新規投資 合計 保守運用費 新規投資 合計 保守運用費 新規投資

07年度計画 1,187 896 2,083 - - - 57% 43%

07年度実績 1,155 814 1,969 (※) 97.3% (※) 90.8% (※) 94.5% 59% 41%

4.3% 2.5% 3.5%

7.2% 12.8% 9.5%

09年度予想 1,226 882 2,108 -0.9% -3.9% -2.2% 58% 42%

※伸び率の内、07年度実績の欄は予算進捗率、また、08年度計画の、上段は07年度計画比、下段は07年度実績比の伸び率

08年度計画 57%

有効回答=521
IT予算（百万円） 伸び率（および予算執行率（※）） 構成比

1,238 43%918 2,156

一企業当たりの保守運用費と新規投資
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6%

11%

19%

10%

41%

4% 4%
2%

4%

7%
10%

16%

10%

36%

5%
7%

3%
5%

-5%

5%

15%

25%

35%

45%

0-49% 50-69% 70-89% 90-99% 100% 101-110% 111-130% 131-150% 151%-

06年度 （n=400）

07年度 （n=485）

10%

8%

4%

0%

8%

10%

11%

13%

11%

14%

25%

29%

6%

9%

14%

29%

45%

4%

3%

3%

10%

8%

4%

7%

8%

13%

4%

4%

4%

9%

6%

2%

40%

25%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満 （n=93）

100～1000億円未満
（n=268）

1000億円～1兆円未満
（n=96）

1兆円以上 （n=24）

0-49% 50-69% 70-89% 90-99% 100% 101-110% 111-130% 131-150% 151%-

88

新規投資の予算執行率は企業規模が大きくなるほど
未達が増加、計画値を上回るのはどの規模でも約2割

（売上高別）

07年度新規投資の

予算執行率の分布

20%以上未達成理由
工期の遅れ 36%
予算の見直し 35%
ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ努力 13%
計画の繰延 7%
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09年度の新規投資は大ﾌﾞﾚｰｷ、大企業ほど新規投資を
大幅にカット、売上高「1兆円以上」の企業のDI値は▲21

新規投資の増減（07年度売上高別）

27%

38%

28%

26%

28%

39%

29%

49%

21%

42%

4%

5%

1%

5%

3%

4%

9%

6%

8%

17%

34%

27%

51%

41%

34%

31%

19%

7%

21%

0%

5%

4%

2%

1%

5%

3%

9%

9%

8%

13%

29%

25%

18%

28%

30%

22%

33%

28%

42%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度予測

（n=521）

08年度計画

（07計画比 n=521）

09年度予測

（n=111）

08年度計画

（07計画比 n=111）

09年度予測

（n=286）

08年度計画

（07計画比 n=286）

09年度予測

（n=96）

08年度計画

（07計画比 n=96）

09年度予測

（n=24）

08年度計画

（07計画比 n=24）

全
体

10
0
億

円
未

満

1
0
0～

1
00

0
億

円
未

満

1
00

0
億

～

1
兆

円
未

満
1
兆

円
以

上

10%以上増加 10%未満増加 不変 10%未満減少 10%以上減少

DI： ▲2

DI： 14

DI： 9

DI： 2

DI： ▲4

DI： 17

DI： ▲4

DI： 18

DI：▲21

DI： 17

・グローバルにビジネス展開している大企業ほど、早めにブレーキを踏んだ。
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09年度の新規投資比率が高い業種は「重要ｲﾝﾌﾗ（51%）」
と「金融（45%）」、「重要ｲﾝﾌﾗ」は伸び率も17%と高い

業種グループ別に見た保守運用費と新規投資の動向（0７年度計画を100とした場合の指数）

63
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69
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35
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27
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28
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33

43

48

50

45

63

54

44

40

42

51

38

31

0 20 40 60 80 100 120 140

一次産業 09年度予測(n=67)

一次産業 08年度計画(n=67)

一次産業 07年度計画(n=67)

一次産業 07年度実績(n=67)

素材製造 09年度予測(n=80)

素材製造 08年度計画(n=80)

素材製造 07年度計画(n=80)

素材製造 07年度実績(n=80)

機械製造 09年度予測(n=136)

機械製造 08年度計画(n=136)

機械製造 07年度計画(n=136)

機械製造 07年度実績(n=136)

商社・流通 09年度予測(n=110)

商社・流通 08年度計画(n=110)

商社・流通 07年度計画(n=110)

商社・流通 07年度実績(n=110)

金融 09年度予測(n=35)

金融 08年度計画(n=35)

金融 07年度計画(n=35)

金融 07年度実績(n=35)

重要インフラ 09年度予測(n=26)

重要インフラ 08年度計画(n=26)

重要インフラ 07年度計画(n=26)

重要インフラ 07年度実績(n=26)

サービス 09年度予測(n=67)

サービス 08年度計画(n=67)

サービス 07年度計画(n=67)

サービス 07年度実績(n=67)

保守・運用費 新規投資
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44%

41%

39%

45%

49%

61%

56%

33%

37%
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34%

28%

18%

28%

23%

22%

25%

20%

23%
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16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=750）

100人未満 （n=51）

100～449人 （n=306）

500～999人 （n=161）

1000～4999人 （n=167）

5000～9999人 （n=33）

10000人以上 （n=32）

増加傾向 変更なし 減少傾向

91

ここ5年間のIT予算総額の傾向は「増加傾向」が約半数、「減少
傾向」が1/4、企業規模が大きくなるほど「増加傾向」が増加

ここ５年間のIT予算総額の傾向（企業規模別）

・ここ５年間は戦後最長の景気拡大期で、04～08年度のＤＩ値の平均は24

DI：21

DI：20

DI：14

DI：25

DI：25

DI：39

DI：41
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28%

21%

20%

22%

32%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=751)

一次産業 (n=88)

素材製造 (n=108)

機械製造 (n=187)

商社・流通 (n=162)

金融 (n=49)

重要インフラ (n=41)

サービス (n=116)

増加傾向 変更なし 減少傾向

92

ここ5年間のIT予算総額の傾向で「増加傾向」が多い業種は
「金融」が6割と突出、ついで「ｻｰﾋﾞｽ」、「商社・流通」が続く

ここ５年間のIT予算総額の傾向（業種グループ別）

DI：21

DI： 5

DI： 6

DI：22

DI：27

DI：39

DI：15

DI：35
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46%

38%

30%

31%

24%

23%

10%

16%

13%

13%

22%

34%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増加傾向 （n=326）

変更なし （n=237）

減少傾向 （n=163）

増収増益 増収減益 減収増益 減収減益

93

IT投資は増収・増益に繋がるか？ IT投資を増加した企業の方
が「増収増益」の割合が増えて「減収減益」の割合が減る傾向

ここ５年間のIT予算総額増減別にみた０７年度の業績の分布

・業種グループ別に見ると、ＩＴ投資と業績の関係が顕著なのは「機械製造」と「サービス」で、
ＩＴ投資を増加した方が「増収増益」が増えて「減収減益」が減る傾向がよく表れている。
また、「金融」と「重要ｲﾝﾌﾗ」では「減少傾向」の企業の２／３が「減収減益」である。
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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実績 予想【本調査】 予想【追加調査；2009/03実施】

9595

09年度のIT予算DI値は初の大幅ﾏｲﾅｽへ、1社当たりの
平均IT予算額は約10％減少 <追加調査（09年3月）>

※2008年度の予想・本調査と予想・追加調査との違いは、サンプルの差による

値はDIを示す
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24%
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15%

28%
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36%
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44%
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30%

21%

7%
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9%

19%

0%

18%

17%

30%

14%

29%

25%

12%

19%

22%
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33%

9%

29%

7%
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19%

11%

24%

8%

17%

21%
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3%

7%

3%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

追加調査

本調査

追加調査

本調査

追加調査

本調査

追加調査

本調査

追加調査

本調査

全
体

（
n
=
1
8
6
）

1
0
0
億

円
未

満
（
n
=
3
6
）

1
0
0
～

1
0
0
0
億

円
未

満
（
n
=
9
0
）

1
0
0
0
億

～
1
兆

円
未

満
（
n
=
4
6
）

1
兆

円
以

上
（
n
=
1
4
）

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上30％未満減少 30％以上減少

「10％以上減少」が29ﾎﾟｲﾝﾄ増加、「30％以上減少」が16ﾎﾟ
ｲﾝﾄ増加、売上高が大きくなるほど「減少」の影響が深刻

ＩＴ予算の増減（売上高別）

DI：▲35

DI： 5

DI：▲20

DI： 26

DI：▲37

DI：▲8

DI：▲41

DI： 13

DI：▲36

DI： 7
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22%
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5%

10% 15%

10% 13%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09計画
（0903時点）

09予測
（0811時点）

09予測
（0811時点）

08計画

09計画
（0903時点）

09予測
（0811時点）

09予測
（0811時点）

08計画

追
加

調
査
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n
=
1
1
6
）

本
調

査
（
n
=
3
7
2
）

追
加

調
査

（
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=
7
2
）

本
調

査
（
n
=
1
7
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1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上30％未満減少 30％以上減少

97

大企業の落ち込みが急（「減少」が24ﾎﾟｲﾝﾄ増加）で
DI値は大幅なマイナスへ（08年11月「0」→09年3月「▲46」）

ＩＴ予算の増減（企業規模別）

DI：▲28

DI： 1

DI：13

DI：38

DI：▲46

DI： 0

DI：▲2

DI：15

※伸び率は対前年計画比



（C）JUAS 2009

19%

19%

6%

19%

4%

16%

15%

38%

20%

20%

7%

11%

3%

22%

16%

15%

26%

13%

20%

19%

30%

25%

19%

11%

16%

38%

12%

35%

37%

26%

22%

14%

19%

27%

6%

15%

4%

13%

19%

11%

28%

14%

40%

20%

18%

3%

17%

9%

11%

7%

25%

6%

44%

7%

9%

6%

11%
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本調査

追加調査

本調査
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98

輸出関連企業が多い「製造業」のDI値は50ﾎﾟｲﾝﾄ以上低下
「機械製造」は「10%以上減少」が57ﾎﾟｲﾝﾄ増加して84％へ

ＩＴ予算の増減（業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別）

※その他：金融、重要インフラ、 サービス

DI：▲30

DI：▲11

DI：▲58

DI： 3

DI：▲80

DI：▲22

DI：▲3

DI：41

DI： 0

DI：17
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15%

41%

40%

9%

27%

26%

11%

13%

12%

65%

19%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度の業績予測
（n=260）

07年度の業績
（n=260）

07年度の業績
（n=597）

追
加

調
査

本
調

査

増収増益 増収減益 減収増益 減収減益

9999

08年度の業績見通しは、「減収減益」が46ﾎﾟｲﾝﾄ増加して
全体の2/3へ、「増収増益」は26ﾎﾟｲﾝﾄ減少して15％へ

※2007年度の業績については、本調査と追加調査はほぼ同じ構成比

07年度と比較した08年度の業績見通し（09年3月追加調査）

・「増収増益」企業は06年度：50％→07年度：40％→08年度（09年3月の見通し）：15％と急減し
ている。

・業種グループ別に見ると、輸出関連企業が多い「機械製造」では「減収減益」が85％と落ち
込みが顕著である。
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【企業環境】

景気動向の予測が難しい

売り上げの見込みが立たず予算が組めない

【IT戦略立案】

新規投資の削減による中期計画の見直し

短期的な予算削減に走り長期的な視点での対応が出来ない

戦略投資への十分な財源が確保できない

【社内理解】

予算承認にあたり経営層への説得

・予算の大半が固定的費用であることの理解（投資は止められてもすでに発生
している経費はなかなか減らない）

・アウトソーシングで設備費や運用人件費が委託費となり、変動費扱いとして
一律削減を求められた

ステークホルダーに対する投資への理解説明、システム費用を負
担する事業部との合意形成

費用が絞りきった状態であることがなかなか理解してもらえない

経営者・利用者にメリットがない多額の設備更新を行わざるを得
なかった

【優先順位付け】

システム案件の精査・調整

投資効果の説明をより厳密に実施

予算削減と求められる成果とのトレードオフの判断

【具体的なコストの削減】

予算一律カットへの対応

保守やリース費用は契約ベースなので削減が難しい

アウトソーシングが拘束期間内のため適切なサイジングが出来ない

保守料・委託料カット

・保守契約解除、値引き交渉

・サービスレベルの引き下げ

・要員削減

再リースの促進

従業員再配置

老朽化する設備の予備機の確保

費用対効果では説明出来ないものはリスクを承知で延期

内製化とアウトソーシングのバランスの見直し

09年度の予算編成にあたって苦労した点について
<追加調査（09年3月）の自由記述より＞
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【カット（あるいは凍結）したもの】

○設備の新規導入・更新の中止・延期

 リース満了分の再リース

 PCリプレース延期・再リースの声が多い

 部品の入れ替えによる延命化

○保守費用

 保守内容見直、ベンダーへの削減依頼

○開発方式の見直し（外注を止め内製化へ）

○新規投資の中止・繰り延べや厳選・規模の縮小

 事業継続に必要な最低限のものに限定

 費用対効果の出ない業務効率案件

 新規戦略投資やセキュリティー対策、バック対策、
未知なる脅威への対策費の中止

 事業拡大やプロセス改革など中期的な投資案件

○社外(常駐)SEのカット

【継続したもの】

○ハード老朽化に伴うリプレース

 保守部品が調達できない機材の更新

 ハード費用が下がることを想定しての入れ替
え

○リース料・保守契約費などカットできないもの

 必要最低限の保守

 ERPシステムのバージョンアップ

○事業継続に不可避な案件

 売り上げ貢献・競争力を強化する案件

 J-SOX等法定対応、セキュリティー対策

 効率化効果の大きい案件

○進行中の大型案件

○内製化に必要なリソース

09年度の予算を大幅カットした企業で「カット（あるいは凍
結）したもの」「継続したもの」について ＜自由記述より＞
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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16%
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15%
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16%
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15%
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3%

17%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業務プロセスの変革

経営トップによる迅速な業績把握、情報把握

経営の透明性の確保

営業力の強化

情報共有による社内コミュニケーションの強化

顧客重視の経営

企業としての社会的責任の履行

グローバル化への対応

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

新商品・新市場の開拓

その他

1位（n=849）

2位（n=846）

3位（n=833）

103

IT部門は「業務プロセスの改革」（上位3位まで6割）と「経営
ﾄｯﾌﾟによる迅速な業績把握・情報把握」への高い関心が続く

ＩＴ部門がＩＴ投資で解決したい中期的な経営課題（１位・２位・３位）

・ 08年度の調査から回答を上位2位から上位３位までに変更した。
その結果、第1位の順位が上位ではない「情報共有による社内コミュニケーションの強化」と
「企業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、個人情報保護等）」がＩＴ部門の経営
課題として重視されていたことが今回の調査で浮き彫りになった。

。
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過去3年間上位の順位変動はない、急浮上した「経営の透明
性確保」も金融商品取引法の08年度からの施行で峠を越えた

ＩＴ部門がＩＴ投資で
解決したい中期的
な経営課題・経年
比較（１位のみ）
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0.9%

25%

20%
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14%
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12%

8%
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20%

21%

1%

12%

13%

12%

5%

5%

5%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40%

業務プロセスの変革

経営トップによる迅速な業績把握、情報把握

経営の透明性の確保

営業力の強化

情報共有による社内コミュニケーションの強化

顧客重視の経営

企業としての社会的責任の履行

グローバル化への対応

企業間(グループ、業界、取引先間)の情報連携

新商品・新市場の開拓

その他

08年度(n=849)
07年度(n=626)
06年度(n=777)
05年度(n=915)
04年度(n=969)

・まだ下位ではあるが
増加傾向を示すのが
「グローバル化への
対応」と「新商品・新
市場の開拓」。

・事業展開に伴うＩＴ部
門への要求の変化
が感じられる。

経営の透明性の確保
（1位のみ/IT部門）
08年度：11％（3位）
07年度：14％（3位）
06年度：14％（3位）
05年度： 3％（8位）
04年度： 1％（10位）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経営トップによる迅速な業績把握、情報把握

業務プロセスの変革

顧客重視の経営

営業力の強化

情報共有による社内コミュニケーションの強化

経営の透明性の確保

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

新商品・新市場の開拓

グローバル化への対応

企業としての社会的責任の履行

その他

1位（n=737）

2位（n=735）

3位（n=729）

105

経営企画部門は、「経営ﾄｯﾌﾟによる迅速な業績把握・
情報把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営）」（第1位が1/3）を最重要視

経営企画部門がＩＴ投資で実現したい中期的な経営課題（１位・２位・３位）

・08年度の調査から回答を上位2位から上位３位までに変更した。
その結果、第1位の順位が上位ではない「情報共有による社内コミュニケーションの強化」と「企
業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、個人情報保護等）」が経営企画部門でも経営
課題として重視されていることが今回の調査で浮き彫りになった。
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「経営ﾄｯﾌﾟによる迅速な業績把握・情報把握」が08年度に
急増（+5ﾎﾟｲﾝﾄ)、「業務ﾌﾟﾛｾｽの変革」は減少傾向にある

経営企画部門が
ＩＴ投資で実現した
い中期的な経営
課題・経年比較
（１位のみ）

・「経営の透明性の確保
（内部統制、システム監
査への対応等）」は金
融商品取引法の08年
施行を境に減少してい
くか、今後の推移を見
て行きたい。

32%

19%

12%

12%

8%

7%

4%

3%

3%

1%

0%

27%

20%

10%

10%

10%

9%

4%

3%

3%

3%

0%

29%

23%

11%

9%

9%

7%

3%

3%

3%

3%

27%

27%

14%

9%

2%

3%

3%

3%

4%

19%

23%

13%

16%

1%

6%

3%

4%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

経営トップによる
迅速な業績把握、

業務プロセスの変革

顧客重視の経営

営業力の強化

情報共有による
社内コミュニケーションの強化

経営の透明性の確保

企業間(グループ、業界、
取引先間)の情報連携

新商品・新市場の開拓

グローバル化への対応

企業としての
社会的責任の履行

その他

08年度(n=737)
07年度(n=707)
06年度(n=703)

05年度(n=807)
04年度(n=741)

「経営ﾄｯﾌﾟによる迅速な
業績把握・情報把握」が
08年度に急増した理由：
石油や原料などの価格
高騰、為替の急激な変
化の影響と思われる。
業種別に見ると「素材製
造（５３％）」「一次産業
（４１％）」「機械製造（３
４％）」が上位3業種。
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26%

24%

21%

23%

21%

19%

19%

19%

12%

18%

17%

16%

12%

15%

8%

9%

9%

4%

50%

54%

57%

52%

54%

56%

52%

50%

51%

40%

39%

43%

44%

47%

49%

30%

33%

35%

22%

19%

19%

20%

22%

22%

25%

27%

32%

32%

33%

32%

35%

32%

37%

50%

45%

45%

2%

3%

3%

4%

3%

3%

5%

5%

4%

10%

12%

9%

8%

6%

6%

12%

13%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業のトータルコストの削減　08年度（n=736）

07年度（n=681）

06年度（n=710）

主要業務プロセスの再構築　08年度（n=734）

07年度（n=679）

06年度（n=704）

顧客の維持、確保　08年度（n=733）

07年度（n=679）

06年度（n=698）

エンドユーザーの生産性向上　08年度（n=728）

07年度（n=676）

06年度（n=706）

製品、プロセスの品質向上　08年度（n=727）

07年度（n=676）

06年度（n=696）

新たな市場やビジネスチャンスの拡大 　08年度（n=734）

07年度（n=680）

06年度（n=709）

貢献している やや貢献している あまり貢献していない 貢献していない
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経企部門から見たIT部門の評価は「企業のﾄｰﾀﾙｺｽﾄの削減」と
「業務ﾌﾟﾛｾｽの再構築」が高く、「新たな市場等の拡大」が低い

経営企画部門から見たIT投資およびIT部門の経営目標達成への貢献度
報告会
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16%

14%

11%

9%

8%

7%

7%

7%

6%

5%

3%

2%

3%

8%

9%

11%

2%

8%

7%

11%

6%

13%

7%

2%

3%

1%

5%

6%

15%

13%

6%

6%

7%

4%

15%

12%

2%

2%

4%

1%

1%

0%

10%

3%

1%

2%

1%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

販売管理システム

生産・在庫管理システム

IT基盤整備

内部統制対応

ERPの全社導入

営業支援システム（SFA等）

経営情報システム

財務会計システム

顧客情報システム（CRM等）

セキュリティ強化

グループウェア、社内情報ポータル

設計・開発支援システム

調達システム

人事システム

研修システム（e-learning）

その他

1位（n=846）

2位（n=839）

3位（n=828）
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中期的な重点投資分野は「販売管理」と「生産・在庫管理」、上
位3位までの回答で見ると「IT基盤整備」「内部統制」「ｾｷｭﾘﾃｨ」

ＩＴ投資における中期的な重点投資分野（1位・2位・3位)

・08年度の調査から回答を上位2位から上位３位までに変更した。
その結果、第1位の順位が上位ではない「IT基盤整備」「内部統制対応」「ｾｷｭﾘﾃｨ強化」が
ＩＴ投資における重点投資分野として重視されていたことが今回の調査で浮き彫りになった。
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18%

14%

11%

9%

8%

7%

6%

6%

6%

6%

4%

1%

1%

0%

0%

15%

4%

14%

6%

6%

3%

8%

10%

11%

2%

4%

1%

0%

3%

3%

12%

0%

0% 5% 10% 15% 20%

販売管理システム

生産・在庫管理システム

内部統制対応

IT基盤整備

ERPの全社導入

財務会計システム

セキュリティ強化

顧客情報システム（CRM等）

営業支援システム（SFA等）

経営情報システム

グループウェア、社内情報ポータル

設計・開発支援システム

調達システム

人事システム

研修システム（e-learning）

その他

1000人未満（n＝572）

1000人以上（n＝267）
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企業規模別に見ると、大企業では「IT基盤整備」「経営
情報ｼｽﾃﾑ」「営業支援ｼｽﾃﾑ（SFA等）」への関心が高い

ＩＴ投資における中期的な重点投資分野（企業規模別・1位のみ)

・大企業は、１つの企業を超えたグループ連携や外部企業との連携を支える「ＩＴ基盤整備」、
大組織を運営管理する「経営管理システム」の構築、「販売管理システム」の整備から「営業
支援システム（ＳＦＡ等）」の構築に着手しているようである。
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11%

22%

29%

3%

2%

8%

5%

13%

10%

9%

36%

6%

10%

15%

5%

1%

3%

7%

25%

12%

9%
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2%

4%
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15%

8%

11%

1%

1%

3%
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2%

12%
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7%
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4%

8%

6%

2%
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7%

12%

4%

7%

12%

5%

2%

3%

4%

4%

5%

9%

13%

11%

4%

4%

5%

7%

5%

4%

3%

9%

6%

5%

12%

10%

7%

8%

26%

12%

13%

9%

12%

9%

7%

2%

2%

12%

3%

2%

1%

2%

11%

14%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=99)

素材製造（n=125)

機械製造（n=222)

商社・流通（n=169)

金融（n=53)

重要インフラ（n=49)

サービス（n=129)

1．生産・在庫管理システム 2．販売管理システム 3．顧客情報システム（CRM等）

4．営業支援システム（SFA等） 5．調達システム 6．設計・開発支援システム

7．経営情報システム 8．人事システム 9．研修システム（e-learning）

10．財務会計システム 11．グループウェア、社内情報ポータル 12．ERPの全社導入

13．セキュリティ強化 14．IT基盤整備 15．内部統制対応

16．その他

110

素材/機械製造は「生産・在庫管理」、商社・流通は「販売管理」、
金融/重要ｲﾝﾌﾗは「IT基盤整備」と「顧客情報」へ重点投資

重点投資分野（業種別)

・上記の重点投資分野以外で他の業種と比較して割合が高い特徴があるのは
一次産業の「経営情報システム」と素材製造/機械製造の「ＥＲＰの全社導入」。
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投資タイプ 特徴 評価手法

インフラ型投資 メール等のグループウェア、ネット
ワークの導入等、一般管理業務の業
務基盤として欠かせないもの、セキュ
リティ投資もこの型に含む。

対売上高、費用／人年をトッ
プ責任で決定し導入（特別な
評価はしない）

業務効率型投
資

省力化、在庫削減、経費削減、歩留
向上等、定量化しやすい案件

ROI（投下資本利益率）で、2
～3年回収が一般的

戦略型投資 商品力、営業努力、IT効果などが複
合され、IT効果そのものの評価だけ
を取り上げることが難しい案件。顧客
サービスの強化等、そもそも定量評価
の難しい案件

・定量化可能な項目は目標
値（KPI＝成果をトレースする
ための指標）で、定性的効果
目標はユーザー満足度で評
価。

・最終的には事業の収益性
で判断→アプリケーション
オーナー制が有効

JUASでは企業のIT投資を「ｲﾝﾌﾗ型」「業務効率型」「戦略型」
の3つの投資ﾀｲﾌﾟに分け、評価を行うことを推奨

＜JUAS・SRM第1巻 P152～＞
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41%

40%

40%

34%

35%

33%

41%

41%

39%

32%

33%

28%

19%

19%

20%

34%

32%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=691）

07年度（n=406）

06年度（n=582）

08年度（n=546）

07年度（n=406）

06年度（n=582）

単
純

平
均

金
額

加
重

平
均

インフラ型 業務効率型 戦略型

112

IT投資のインフラ型：業務効率型：戦略型の投資比率は
単純平均では「4：4：2」、金額加重平均では「3：3：3」

・ 「単純平均」：各タイプの比率をそれぞれに合計し企業数で割って得た平均値。
・「金額加重平均」：企業のIT投資額（新規投資）に3タイプの比率を掛けて各企業のタイプ別IT投資額
を算出し、それを元に各タイプの投資額の総投資額に占める比率を求めて得た平均値。

タイプ別IT投資の割合（年度別）
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41%

44%

41%

38%

33%

41%

40%

42%

40%

39%

19%

16%

17%

23%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=691)

100億円未満（n=141）

100～
1000億円未満（n=372）

1000億～
1兆円未満（n=144）

1兆円以上（n=34）

インフラ型 業務効率型 戦略型

42%

36%

42%

39%

39%

43%

42%

41%

39%

36%

30%

43%

44%

40%

43%

41%

19%

28%

27%

18%

18%

17%

14%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス（n＝103）

重要インフラ（n＝38）

金融（n＝45）

商社・流通（n＝142）

機械製造（n＝190）

素材製造（n＝108）

一次産業（n＝85）

全体（n＝711）

インフラ型 業務効率型 戦略型
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企業規模が大きくなるにつれ、戦略型投資の比率が増加
戦略型投資の比率が高い業種は「金融」と「重要ｲﾝﾌﾗ」

タイプ別ＩＴ投資の割合
（単純平均・売上高別）

タイプ別ＩＴ投資の割合
（業種グループ別）

・金額加重平均では、単純
平均で見た以上に、企業規
模が大きくなるにつれ、戦
略型が増加する。
（1兆円以上の企業で、イン
フラ型：３４％、業務効率型：
２８％、戦略型：３８％）

・「重要インフラ」と「金融」の
戦略型投資の比率の高さは
突出しており、ＩＴを戦略の中
心に据え、競争企業との差
別化を図ろうとする姿が見え
る。
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08年度（n=795）

07年度（n=565）

06年度（n=729）

05年度（n=811）

04年度（n=850）

08年度（n=785）

07年度（n=558）

06年度（n=713）

05年度（n=793）

04年度（n=837）

08年度（n=758）

07年度（n=541）

06年度（n=695）

05年度（n=729）

04年度（n=792）
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ン
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型
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略
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114

厳しい事業環境の中でも戦略型投資を増加させる企業が半数
投資できない企業との競争力格差が益々拡大する可能性大

タイプ別IT投資の今後の方向性（年度別）

DI： 0

DI： 11

DI： 13

DI： 9

DI： 2

DI： 13

DI： 18

DI： 13

DI： 16

DI： 12

DI： 38

DI： 46

DI： 47

DI： 53

DI： 55
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55%
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30%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=157）

100億～1000億円未満（n=422）

1000億～1兆円未満（n=152）

1兆円以上（n= 38）

100億円未満（n=155）

100億～1000億円未満（n=418）

1000億～1兆円未満（n=150）

1兆円以上（n= 37）

100億円未満（n=149）

100億～1000億円未満（n=400）

1000億～1兆円未満（n=147）

1兆円以上（n= 38）
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型
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務
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率
型

戦
略

型

増加 不変 減少
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企業規模が大きくなるほど、戦略型が増加して業務効率型
が減少する傾向、08年度は全ての企業規模でDI値が減少

タイプ別IT投資の今後の方向性（企業規模別）

・０８年度は大企業でも戦略型投資を「減少」させる企業が現れた。
（「1000億円～1兆円（０７年度：３％→１２％）」「1兆円以上（０７年度：０％→５％）」）

08年 07年

DI： 0 ← 12

DI：▲2 ← 9

DI： 4 ← 9

DI：▲3 ← 21

DI：26 ← 28

DI：16 ← 20

DI：▲5 ← 7

DI：▲8 ← ▲3

DI：27 ← 35

DI：37 ← 44

DI：50 ← 60

DI：58 ← 65
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25%

30%

経営トップによる
迅速な業績把握、情報把握

業務プロセスの変革

経営の透明性の確保

営業力の強化

顧客重視の経営

情報共有による
社内コミュニケーションの強化

新商品・新市場の開拓

グローバル化への対応

企業としての
社会的責任の履行

企業間の情報連携

戦略型投資増加　（n=359） 戦略型投資不変・減少　（n=390）
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「戦略型投資」を増加させる企業が最も解決したい経営
課題は「経営ﾄｯﾌﾟによる迅速な業績把握・情報把握」

IT投資で解決したい中期的な経営課題（戦略型投資「増加」／「不変・減少」比較）

・「経営ﾄｯﾌﾟによる迅速な業績把握・情報把握」以外の経営課題については、戦略型投
資が増加すると回答した企業と不変・減少する回答した企業とで大きな差はない。これ
らの経営課題は戦略型投資の増減にかかわらず対処しなければならないIT部門の台
所事情が見て取れる。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=850)

07年度（n=628)

06年度（n=776)

05年度（n=914)

04年度（n=963)

08年度（n=852)

07年度（n=626)

06年度（n=775)

05年度（n=913)

04年度（n=963)

事
前

評
価

事
後

評
価

実施している 一部実施している 実施していない
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IT投資評価を実施している企業が大幅に増加（事前評価

実施企業は65%→75%、事後評価実施企業は55%→70%）

ＩＴ投資評価の実施状況（年度別）
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31%

12%

17%

24%

53%

66%

15%

0%

10%

12%

25%

32%

45%

35%

44%

50%

39%

32%

55%

35%

47%

56%

60%

61%

24%

53%

39%

26%

8%

2%

30%

65%

44%

32%

15%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=819)

10億円未満（n=17)

10～100億円未満（n=154)

100～1000億円未満（n=441)

1000億～1兆円未満（n=166)

1兆円以上（n=41)

全体（n=821)

10億円未満（n=17)

10～100億円未満（n=154)

100～1000億円未満（n=443)

1000億～1兆円未満（n=166)

1兆円以上（n=41)

事
前

評
価

事
後

評
価

実施している 一部実施している 実施していない
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売上高1000億円以上の企業では9割以上が事前評価を実施
この厳しい経営環境の中ではIT投資評価が益々重要になる

ＩＴ投資評価の実施状況（売上高別）

⇒厳しい経営環境が続く企業ではＩＴ投資も削減する動きがある。投資を絞るということは
優先順位をつけるということであり、ＩＴ投資に対する評価が益々重要になる。
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15%

20%

18%

11%

16%

14%

7%

15%

13%

7%

14%

14%

16%

20%

24%

17%

21%

23%

38%

44%

26%

47%

54%

36%

6%

9%

12%

7%

9%

15%

22%

13%

15%

9%

5%

7%

3%

2%

2%

2%

2%

2%

0% 20% 40% 60%

インフラ型投資
（n=824）

業務効率型投資
（n=925）

戦略型投資
（n=789）

インフラ型投資
（n=745）

業務効率型投資
（n=898）

戦略型投資
（n=774）

事
前

評
価

事
後

評
価

ROI（投下資本利益率）

KPI（成果をトレースするための指標）

システムオーナーの満足度

システムのユーザーの満足度

顧客の満足度

他社との比較、ベンチマーク

その他

119

「ｼｽﾃﾑのﾕｰｻﾞｰ満足度」で評価する企業が圧倒的に多い
次が、戦略型/業務効率型での「ｼｽﾃﾑｵｰﾅｰの満足度」

事前評価・事後評価の実施状況とその手法

⇒JUASのお勧めは、ｲﾝﾌﾗ型投資は「他社との比較、ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ」、業務効率型投資は
「ROI（投下資本利益率）」、戦略型投資は「KPI（成果をトレースするための指標）」。
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KPIの具体例Ⅰ（自由記述より）
「顧客」と「社内ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ」の視点では業種の特徴を反映

業種
グループ 財務的視点 顧客の視点

社内ビジネスプロセス
の視点 学習と成長の視点

１．一次産業 労働時間の短縮率
原価率
在庫回転率
システム投資額/売上高
投資回収月数

納期遵守率
コンテンツの増加率
欠品率
アクセス回数
クレーム発生率

受注自動化率

工数削減

MTBF
レスポンス満足度

２．素材製造 棚卸資産の金額と回転率
トラブル損害額
輸送コスト
経費の削減率
売上増加率
棚卸資産削減率

納期、納期回答率
欠品率

製造生産性
業務プロセス時間の短縮
業務処理の短期化
業務処理工数
ペーパレス率

障害件数

ゼロ障害連続日数

３．機械製造 コスト削減率

売上高伸長

人員削減数

サービスコスト/1台

損益分岐点の改善

消費電力削減量

在庫回転率

納期遵守率

平均納期

納入不良率

クレーム率

リードタイム短縮率

情報伝達リードタイム

機会損失率

システム統合/展開率

量産製品の開発期間

工数削減

サービス台数/1人

情報の精度

情報整備率

生活性向上率

製造設備移動率
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KPIの具体例Ⅱ（自由記述より）
「顧客」と「社内ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ」の視点では業種の特徴を反映

業種
グループ 財務的視点 顧客の視点

社内ビジネスプロセス
の視点 学習と成長の視点

４．商社・
流通

経費削減率

利益貢献度

EPS（1株当たりの収益）

ROA（投資者利益率）

ROE（自己資本利益率）

売上拡大

原価率

在庫回転率

クレーム発生率

購入率

買上点数

一点当たり日販

客数

客単価

リピート顧客率

新規顧客

稼働率（無停止時間）

欠品率

従業員満足度

見込顧客の契約率

業務精度向上率

リードタイム

改善提案件数

1人当たり担当店数

５．金融 顧客数の増加人数

顧客のサービス利用率

解約の抑制率など

call持ち時間

取扱件数の増加件数

新商品販売件数

ペーパーレス化

要員数
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KPIの具体例Ⅲ（自由記述より）
「顧客」と「社内ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ」の視点では業種の特徴を反映

業種
グループ 財務的視点 顧客の視点

社内ビジネスプロセス
の視点 学習と成長の視点

６．重要
インフラ

コスト削減額

積載率

事故率（クレーム率）

アクセス数

機能の実行回数

お客様の数（旅客数）

マーケットシェア

お客様満足度

成約数

会員入会率

会員継続率

納期達成率

要員数

稼働率

７．サービス ROI（投下資本利益率）

ROA（投資者利益率）

ROE（自己資本利益率）

回収期間

PV数

ユーザ数

アクション率

成約率

レスポンスタイム

顧客満足

リピート率

アクセス数

利用率

登録件数

処理時間

問い合せ件数

宴会比率 DM回収率

業務工数短縮率

自動化率

運用ミス発生率

システム稼動率

1人あたり支払額

復旧作業時間

接客平均所要時間
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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500人月以上の大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの「工期」は、07年度より
やや改善したが、過半数のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで工期遅れが発生

システム開発の工期

29%

14%

13%

25%

13%

11%

20%

11%

9%

27%

15%

14%

21%

10%

10%

48%

45%

35%

54%

42%

33%

57%

46%

36%

52%

45%

40%

62%

47%

39%

23%

40%

52%

21%

45%

57%

23%

44%

55%

21%

39%

46%

17%

43%

51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人月未満(n=668)

100人～500人月未満(n=473)

500人月以上(n=164)

100人月未満(n=494)

100人～500人月未満(n=276)

500人月以上(n=166)

100人月未満(n=630)

100人～500人月未満(n=327)

500人月以上(n=204)

100人月未満(n=705)

100人～500人月未満(n=350)

500人月以上(n=208)

100人月未満（n=746）

100人～500人月未満（n=447）

500人月以上（n=278）

0
8
年

度
0
7
年

度
0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より遅延する

DI： ▲39

DI： ▲46

DI： ▲46

DI： ▲32

DI： ▲41
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500人月以上の大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの「予算」は、予算超
過が年々増加、半数のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで予算超過が発生

システム開発の予算

32%

15%

10%

33%

17%

15%

28%

15%

14%

33%

20%

13%

26%

11%

9%

51%

50%

40%

55%

43%

34%

57%

52%

40%

54%

49%

50%

62%

55%

44%

17%

35%

50%

12%

40%

51%

15%

33%

47%

14%

31%

38%

12%

34%

47%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人月未満(n=662)

100人～500人月未満(n=471)

500人月以上(n=164)

100人月未満(n=489)

100人～500人月未満(n=277)

500人月以上(n=169)

100人月未満(n=624)

100人～500人月未満(n=326)

500人月以上(n=202)

100人月未満(n=700)

100人～500人月未満(n=347)

500人月以上(n=206)

100人月未満（n=742）

100人～500人月未満（n=443）

500人月以上（n=276）

0
8
年

度
0
7
年

度
0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より超過する

DI： ▲40

DI： ▲36

DI： ▲33

DI： ▲25

DI： ▲42
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500人月以上の大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの「品質」は、品質への
不満が年々増加、品質に不満を持つ企業が1/3を超えた

システム開発の品質

17%

11%

10%

14%

11%

8%

15%

9%

8%

13%

9%

9%

13%

8%

7%

68%

60%

54%

71%

63%

61%

73%

65%

62%

73%

69%

64%

79%

68%

64%

15%

30%

36%

15%

27%

32%

12%

26%

30%

14%

23%

27%

9%

24%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人月未満(n=661)

100人～500人月未満(n=297)

500人月以上(n=163)

100人月未満(n=485)

100人～500人月未満(n=274)

500人月以上(n=168)

100人月未満(n=628)

100人～500人月未満(n=329)

500人月以上(n=206)

100人月未満(n=702)

100人～500人月未満(n=348)

500人月以上(n=208)

100人月未満（n=740）

100人～500人月未満（n=444）

500人月以上（n=277）

0
8
年

度
0
7
年

度
0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

満足 ある程度は満足 不満

DI： ▲26

DI： ▲24

DI： ▲22

DI： ▲18

DI： ▲22
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工期：事前評価

15%

11%

11%

17%

12%

14%

36%

27%

25%

38%

30%

39%

52%

40%

41%

51%

47%

43%

47%

59%

50%

31%

48%

46%

14%

26%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している（n=81）

一部実施している（n=61）

実施していない（n=18）

実施している（n=133）

一部実施している（n=124）

実施していない（n=37）

実施している（n=235）

一部実施している（n=300）

実施していない（n=126）
5
00

人
月

以
上

1
00

～
5
00

人
月

未
満

1
00

人
月

未
満

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延
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「事前評価」を実施する企業では、品質の満足度が大規模・
中規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで20ﾎﾟｲﾝﾄ、小規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで10ﾎﾟｲﾝﾄ向上

事前評価の実施状況別
システム開発の工期・予算
（500人月以上）

事前評価の実施状況別
システム開発の品質
（企業規模別）

・事前評価を実施する企業で
は、システム開発における意
識が高く、間接的によい結果
をもたらしている

予算：事前評価

11%

8%

11%

19%

8%

24%

37%

30%

30%

48%

33%

39%

54%

51%

34%

48%

54%

47%

41%

59%

50%

27%

41%

42%

15%

16%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している（n=81）

一部実施している（n=61）

実施していない（n=18）

実施している（n=134）

一部実施している（n=123）

実施していない（n=38）

実施している（n=233）

一部実施している（n=297）

実施していない（n=125）

50
0
人

月

以
上

1
00

～
5
0
0人

月

未
満

10
0人

月

未
満

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過

品質：事前評価

14%

5%

11%

17%

5%

8%

22%

15%

15%

61%

48%

44%

60%

63%

49%

67%

70%

63%

25%

47%

44%

23%

32%

43%

11%

15%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している（n=79）

一部実施している（n=62）

実施していない（n=18）

実施している（n=132）

一部実施している（n=123）

実施していない（n=37）

実施している（n=232）

一部実施している（n=297）

実施していない（n=125）

50
0
人

月

以
上

10
0
～

50
0
人

月

未
満

10
0人

月

未
満

満足 ある程度は満足 不満
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工期：事後評価

9%

15%

12%

12%

17%

11%

37%

30%

24%

49%

30%

32%

66%

42%

31%

47%

48%

47%

42%

55%

56%

22%

41%

57%

16%

22%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している（n=43）

一部実施している（n=94）

実施していない（n=25）

実施している（n=67）

一部実施している（n=168

実施していない（n=61）

実施している（n=113）

一部実施している（n=380）

実施していない（n=170）
50

0人
月

以
上

1
0
0
～

5
0
0
人

月

未
満

1
0
0
人

月

未
満

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延

予算：事後評価

9%

10%

12%

12%

16%

16%

37%

33%

28%

51%

38%

32%

57%

50%

41%

49%

52%

49%

40%

52%

56%

31%

34%

43%

14%

15%

24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している（n=43）

一部実施している（n=94）

実施していない（n=25）

実施している（n=67）

一部実施している（n=169

実施していない（n=61）

実施している（n=112）

一部実施している（n=376）

実施していない（n=169）

5
00

人
月

以
上

10
0～

5
00

人
月

未
満

10
0人

月

未
満

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過

品質：事後評価

12%

10%

8%

15%

11%

5%

26%

16%

15%

64%

53%

40%

66%

61%

50%

68%

69%

64%

24%

37%

52%

19%

28%

45%

6%

15%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している（n=42）

一部実施している（n=94）

実施していない（n=25）

実施している（n=67）

一部実施している（n=167

実施していない（n=60）

実施している（n=112）

一部実施している（n=375）

実施していない（n=169）

5
0
0
人

月

以
上

1
0
0
～

5
0
0
人

月

未
満

10
0人

月

未
満

満足 ある程度は満足 不満
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「事後評価」まで実施する企業では品質の満足度が30ﾎﾟｲﾝﾄ
向上、工期と予算も「予定通り」が10～20ﾎﾟｲﾝﾄ向上

事後評価の実施状況別
システム開発の工期・予算
（500人月以上）

事後評価の実施状況別
システム開発の品質
（企業規模別）

・IT投資効果の事前評価の
実施よりも、事後評価の実施
の方が、システム開発の工
期・予算・品質の結果は良い。
（「使われているか」が重要）。
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品質目標を「提示していない」企業が半数を切ったが定量的な
目標提示は横ばい、大企業ではほぼ半数が「ﾃｽﾄ条件を提示」

委託先に対する品質目
標の提示（年度別）
＜複数回答＞

委託先に対する品質目
標の提示（企業規模別）
＜複数回答＞

36%

14%

9%

48%

3%

37%

11%

10%

48%

3%

20%

8%

6%

70%

1%

23%

7%

5%

68%

2%

0% 20% 40% 60% 80%

各開発フェーズ別に
テスト条件を提示

納品テストから安定稼働までの
目標障害件数を提示

稼働開始時から安定稼働までの
目標障害件数を提示

特に提示していない

その他

08年度(n=632)

07年度(n=451)

06年度(n=591)

05年度(n=861)

30%

13%

9%

47%

2%

44%

14%

9%

47%

5%

0% 20% 40% 60% 80%

各開発フェーズ別に
テスト条件を提示

納品テストから安定稼働までの
目標障害件数を提示

稼働開始時から安定稼働までの
目標障害件数を提示

特に提示していない

その他

1000人未満
(n=442）

1000人以上
(n=208)
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「納品ﾃｽﾄから安定稼働までの目標障害件数の提示」により
大規模・中規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの品質の満足度が10～20ﾎﾟｲﾝﾄ向上

委託先に対する品質目標の提示とプロジェクト品質との関係（企業規模）

品質

8%

4%

6%

12%

8%

9%

4%

11%

17%

17%

14%

13%

51%

79%

53%

47%

59%

74%

61%

56%

69%

67%

60%

70%

41%

17%

41%

40%

33%

17%

35%

32%

14%

16%

26%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．各開発フェーズ別テスト条件提示(n=61)

2．目標障害件数提示（納品テスト～安定稼働）(n=24)

3．目標障害件数提示（稼働開始時～安定稼働）(n=17)

4．特に提示していない(n=57)

1．各開発フェーズ別テスト条件提示(n=110)

2．目標障害件数提示（納品テスト～安定稼働）(n=35)

3．目標障害件数提示（稼働開始時～安定稼働）(n=23)

4．特に提示していない(n=108)

1．各開発フェーズ別テスト条件提示(n=192)

2．目標障害件数提示（納品テスト～安定稼働）(n=75)

3．目標障害件数提示（稼働開始時～安定稼働）(n=50)

4．特に提示していない(n=240)

5
00

人
月

以
上

1
0
0
～

5
0
0
人

月
未

満
1
00

人
月

未
満

満足 ある程度は満足 不満
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発注者としての対応は「要求仕様の明確化」「委託先の進捗管
理」「委託先の体制・能力の評価」ができていない企業が2割

発注者としての対応
（年度別）

発注者としての対応
（企業規模別）

12%

8%

9%

5%

5%

4%

5%

6%

5%

4%

3%

3%

44%

47%

46%

44%

43%

43%

37%

37%

32%

34%

37%

35%

38%

39%

41%

33%

32%

35%

41%

40%

45%

41%

39%

42%

5%

5%

5%

17%

18%

16%

16%

16%

16%

19%

20%

19%

0%

0%

0%

1%

1%

1%

2%

2%

2%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度　(n=657)

07年度　(n=456)

06年度　(n=599)

08年度　(n=657)

07年度　(n=457)

06年度　(n=599)

08年度　(n=657)

07年度　(n=457)

06年度　(n=599)

08年度　(n=657)

07年度　(n=457)

06年度　(n=599)

委
託

先
と

の

ｺﾐ
ｭ
ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

要
求

仕
様

の

明
確

化

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
の

体
制

・

能
力

の
評

価

1.十分に実施できている 2.ある程度はできている 3.普通 4.あまりできていない 5.ほとんどできていない

 

10%

16%

6%

5%

4%

7%

4%

5%

44%

44%

45%

43%

35%

41%

31%

38%

40%

36%

34%

32%

43%

38%

44%

35%

5%

4%

14%

20%

17%

15%

18%

22%

0%

0%

1%

1%

1%

0%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満(n=414)

1000人以上(n=237)

1000人未満(n=414)

1000人以上(n=237)

1000人未満(n=414)

1000人以上(n=237)

1000人未満(n=414)

1000人以上(n=237)

委
託

先
と
の

ｺﾐ
ｭ
ﾆ
ｹー

ｼ
ｮﾝ

要
求

仕
様

の

明
確

化

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
の

体
制

・

能
力

の
評

価

1.十分に実施できている 2.ある程度はできている 3.普通 4.あまりできていない 5.ほとんどできていない

・大企業の方が業務が
複雑で要求仕様を明確
にできていない。
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発注者としての対応ができている企業ほど、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
工期はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの規模を問わず、予定通りに完了する

発注者としての対応と
大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（500
人月以上）の工期

発注者としての対応と
中規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（100
～500人月未満）の工
期

工期：500人月以上

14%

13%

9%

16%

11%

9%

13%

17%

7%

15%

10%

0%

43%

33%

25%

40%

36%

26%

44%

31%

21%

41%

31%

11%

43%

54%

66%

44%

53%

65%

44%

52%

72%

44%

59%

89%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている(n=65)

普通(n=52)

できていない(n=32)

できている(n=62)

普通(n=53)

できていない(n=34)

できている(n=78)

普通(n=42)

できていない(n=29)

できている(n=91)

普通(n=49)

できていない(n=9)

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の

ｺﾐ
ｭ
ﾆ
ｹー

ｼ
ｮﾝ

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延

工期：100～500人月未満

20%

13%

7%

21%

10%

13%

19%

13%

9%

20%

10%

0%

51%

48%

31%

51%

47%

34%

56%

38%

30%

53%

40%

6%

29%

39%

61%

28%

42%

52%

24%

48%

61%

27%

49%

94%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている(n=130)

普通(n=82)

できていない(n=54)

できている(n=108)

普通(n=97)

できていない(n=61)

できている(n=131)

普通(n=91)

できていない(n=44)

できている(n=161)

普通(n=89)

できていない(n=16)

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の

ｺﾐ
ｭﾆ

ｹー
ｼ
ｮﾝ

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延
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発注者としての対応ができている企業ほど、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの予
算も予定通りに完了し、品質でも満足した品質を得ている

発注者としての対応と
大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（500
人月以上）の予算

発注者としての対応と
大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（500
人月以上）の品質

予算：500人月以上

9%

12%

6%

8%

11%

9%

6%

17%

7%

11%

8%

0%

46%

37%

34%

48%

34%

35%

50%

33%

24%

47%

33%

11%

45%

52%

59%

44%

55%

56%

44%

50%

69%

42%

59%

89%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている(n=65)

普通(n=52)

できていない(n=32)

できている(n=62)

普通(n=53)

できていない(n=34)

できている(n=78)

普通(n=42)

できていない(n=29)

できている(n=91)

普通(n=49)

できていない(n=9)

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の

ｺﾐ
ｭﾆ

ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過

品質：500人月以上

12%

10%

3%

10%

4%

18%

8%

14%

7%

11%

8%

0%

55%

54%

47%

66%

52%

30%

64%

51%

25%

59%

46%

22%

33%

36%

50%

25%

44%

52%

29%

35%

68%

30%

46%

78%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている(n=66)

普通(n=50)

できていない(n=32)

できている(n=61)

普通(n=54)

できていない(n=33)

できている(n=77)

普通(n=43)

できていない(n=28)

できている(n=91)

普通(n=48)

できていない(n=9)

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の

ｺﾐ
ｭﾆ

ｹー
ｼ
ｮﾝ

満足 ある程度は満足 不満
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導入費用だけでなく、保守・運用費用を考慮したシステム構築を推進しないと、システム
ライフトータルでは高くなる。開発費用＋保守・運用費用の総費用を考慮する必要あり。

システム
ライフサイクル

費用 《導入費用》

《保守・運用費用》

ハード無償保証

▲
ハード・OS
納品

▲
ハード1年間
無償保証終了

ハードウェア有償保証（購入時にSLA（期間:3年、5年・サービス
内容:24Hr365日等）を決定するものが多くなってきている）

開発費用

← 期間 → アプリケーション保守費用

運用費用（利用期間 ）

《延命課題》

システム総費用＝「導入費用＋開発費用」＋「保守（ハード費用＆OS・ミドルウェア）＋アプリケーション保守費用＋運用費用」 × 「期間」

A B

アプリケーション
無償保証

▲
アプリケーション
1年間無償保証終了

A ＜ B

▲
アプリケーション
納品

システム更改や、

障害発生時対応
等のリスク拡大

ｼｽﾃﾑﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの重要性

代表的な基幹業務システムの寿命（07年度調査）
・自主開発のみ：16年
・ＥＲＰパッケージのみ：11年

再構築後のシステムライフサイクル（05年度調査）
・6～10年：6割、1～5年：3割 ⇒平均10年
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ｼｽﾃﾑのﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄを考慮している企業が着実に増加
大企業ではﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄを何らかの形で考慮しているが9割に

システムのライフサイクルコストの考慮

11%

7%

20%

9%

7%

13%

7%

4%

14%

7%

5%

11%

8%

13%

5%

28%

36%

23%

21%

27%

28%

26%

33%

25%

22%

33%

18%

9%

16%

30%

30%

31%

36%

33%

41%

27%

26%

29%

31%

32%

31%

36%

40%

35%

28%

35%

13%

32%

39%

19%

38%

44%

23%

37%

42%

25%

38%

37%

45%

31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=765）

1000名未満(n=515)

1000人以上（n=250）

全体（n=593）

1000名未満(n=398)

1000人以上（n=195）

全体（n=765）

1000名未満(n=500)

1000人以上（n=222）

全体(n=893)

1000名未満(n=615)

1000人以上(n=273)

全体(n=929)

1000人未満(n=67)

1000人以上(n=304)

0
8
年

度
0
7
年

度
0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

1.システム開発実行にあたって必須
2.必須ではないが、考慮している

3.規模などによっては、一部考慮している
4.考慮していない
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＜JUASからの提言＞
ｿﾌﾄｳｪｱの開発・保守・運用にかかわる代表的な指標

 標準開発工期（月数）は投入人月の立方根の2.4倍

（例）1000人月なら標準工期は24カ月。短縮率が40～50％だと寝ら
れなくなる

 受入テストから安定稼働までに見つかるバグは開発費500万円あたり
1件

 総合テストで見つかったバグの5分の1の数のバグが、稼働後に出る
（例）テストで100個のバグを修正しても稼働後に20個ぐらいは出てくる

 基準を持って発注すると品質（欠陥率）は1.7～2倍に向上する

 ベンダーのプロジェクトマネジャーの経験度・優秀さは欠陥率に3～5倍
の改善効果がある

 保守要員の守備範囲は一人あたり10万ステップ
（例）100万ステップのシステムなら保守要員として10人が必要

 保守要員の30％は問い合わせへの対応にとられる
 システム保守費用は、5年間で初期開発費と同等の金額がかかる
 業務中断に至るシステム障害は年間の運用費1億円あたり0.06件

（例）年間運用費が17億円のシステムなら、業務が年1回は止まる

136
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標準工期（適正工期）の考察
（JUAS ｿﾌﾄｳｪｱﾒﾄﾘｯｸｽ調査2008開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄより）

・プロジェクト全体工数と、全体工期がともに記入されている２９０プロジェクトについて、
工数の３乗根（Ｘ）と工期（Ｙ）の関係をグラフ化し、Ｙ切片をゼロとして回帰をした結果、
回帰直線が、Ｙ＝２．４Ｘと求められた。この係数と相関係数（０．９２）は昨年度と同じ。

⇒ 標準工期（適正工期） ＝ ２．４× 投入人月の立方根
（例：工数１０００人月のプロジェクトは標準工期２４ヶ月）

工 期 -工 数

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0 2 4 6 8 1 0 1 2 1 4 1 6

全 体 工 数

全
体

工
期

10人月 100人月 500人月 1000人月 2000人月 3000人月

Y＝２.４X
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標準工期＝ ２．４ ｘ (投入人月の立方根) であることを利用して

標準工期と実行（計画）工期の差（工期短縮率）に着目して、
下表のような納期に関する問題におけるノウハウを蓄積する事が重要。

標準より長い工期 標準 25％工期短縮 25％以上工期短縮

工期の標準の
考え方

金融等欠陥の発生を無くし
たい品質重視のプロジェク
トの場合

工数の立方根の2.4倍
（例：1000人月のプロ
ジェクトは24ｹ月）

・ユーザの要望
・流通業のシステム化など
に多い。

ユーザのやむを得ない外的事情で実施する場合（対
コンペ戦略、新商品の販売、株式の上場、企業の統
合など）

スケジューリン
グの対応

充分なシステムテスト期間
の確保

中日程計画の充実（役
割分担別WBS管理）

中日程計画の充実
（週間別管理）

小日程計画の充実（日別管理）

その他の対応
策

・品質重視のテスト計画書
及びテストケースの緻密化
・安定稼動のための分割立
ち上げ等

・WBSによる総合計画
と局面化開発
・レビューの徹底
・テストケース充実
・コンバージョンデータ
のフル活用
・確実な変更管理

同左　＋
・PGの選抜
＊標準化の徹底と実力の
ある一括外注の採用。
・システム範囲、対象の部
分稼動
・RAD＋DOA
・性能事前検証
・変更管理の強化

同左　＋
・ベテランＰＭによる采配と会社あげての協力及び監
視
・パート図での計画
・ベストメンバー選出
・クリーンルーム手法
・二交代制の配置
・顧客主体のテストチーム設置
・パッケージの活用
・部分の再利用
・オープンな進捗情報管理

工期の評価尺度とｱｸｼｮﾝ ＜JUAS・SRM第2巻 P220～＞
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要求定義

基本設計

詳細設計

プログラム設計書 単体試験

プログラム製造

総合試験

実運用試験

開始 終了

要求定義

基本設計

詳細設計

プログラム設計 単体試験

プログラム製造

機能結合試験

総合試験

実運用試験

機能確認の重点

使用者への開示拠点

Ｍｉｎ化

Ｍｉｎ化

Ｍｉｎ化

・各フェーズの発生欠陥は、相対するフェーズ
のテストで欠陥を発見する。

・最後のフェーズの総合試験または実運用試
験終了後になって仕様の欠陥が発見される。

ﾕｰｻﾞｰによる
システム要求

徹底レビュー

単体テスト開始前に全データコンバージョン完了

機能結合試験

ユーザビリティ１

ユーザビ
リティ２

IT戦略・企画

見積透明性（品
質・工期・生産
性）

調達（見積・契約）

新ビジネスモデ
ル

保守・運用

利活用

ライフサイクル
コスト（安定性・
信頼性）

ＩＴ投資効果評価

V字型開発からU字型開発へ（日本の開発環境に適した
手法を） ＜JUAS・SRM第2巻 P196～＞

ＤＢパトロ
ール

要求定義から
設計・試験まで
のトレーサビリ
ティ確保

外注プログラマーが一緒に仕事をしている間に
ユーザーにテスト結果を提示し確認・修正する

全工程を通じて可視化、指標化ができる
プロジェクトマネージメント（ＥＡＳＥ）の実施

＊＊

注：＊＊開発用ＲＦＰ

＊要件定義用ＲＦＰ

＊

移行
移行計画

報告会
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Ｕ字型開発手法による改革 ＜JUAS・SRM第2巻 P200＞

①企画段階のシステムコンセプト確立・・・
要求仕様の変更は、企画段階のユーザ・リーダのシステム内容理解度の向上で抑制

②ユーザによるシステム要求・・・
利用者がシステム機能要求を、ＩＴ部門が非機能要求を提示する、裏を読め はダメ

③見積の透明性・・・リスク要因についてのベンダーとの対話

④徹底レビュー・・・作成時間の10％以上時間をかけて慎重に

⑤ユーザビリティの確保・・・ユーザビリティテストによる利用容易性確保と品質向上

⑥ＵＶＣ判りやすい仕様の書き方・・・仕様の一貫性

⑦目標を持って管理（ＥＡＳＥ）・・・目標の有効性とフォロー

⑧単体テストの徹底・・データコンバージョンプログラムは単体テスト開始前に準備

⑨単体テスト完了でユーザに開示・・・プログラマーが側にいる間に完了を

⑩移行計画は早期準備・・・開発当初より計画し準備

⑪結合、総合、実運用試験のｍｉｎ化・・・単体テストの徹底

⑫ＤＢパトロロール・・・データベース間の整合性チェック

⑬Ｃ／Ｏの日は定時帰宅を・・・no-trouble で

⑭利活用が最重要・・・投資評価の実施、使いこなしが最重要
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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自社の「基幹業務の情報ｼｽﾃﾑ障害への対策」に何らかの不安
を感じているﾕｰｻﾞｰは実に８割、かなり不安なﾕｰｻﾞｰが１割

自社の基幹業務の情報システム障害への対策について（経営企画部門）

11%

12%

10%

72%

72%

68%

11%

12%

18%

6%

3%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=725）

07年度（n=681）

06年度（n=708）

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安

かなり不安 わからない

⇒ＩＴ部門はこの認識を前提に「信頼性向上の施策」を立てる必要がある。
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44%

31%

51%

51%

34%

42%

29%

23%

36%

40%

46%

35%

38%

45%

38%

45%

48%

10%

9%

17%

13%

16%

22%

2%

2%

3%

2%

4%

4%

6%

6%

4%

48% 11%

11%

18%

1%

3%

1%

3%

3%

3%

1%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度（n=844）

07年度（n=628）

06年度（n=772）

08年度（n=577）

07年度（n=418）

06年度（n=550）

08年度（n=267）

07年度（n=203）

06年度（n=222）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

0/年 1～2/年 3～5/年 6～10/年 10以上/年
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「役員に報告するｼｽﾃﾑ障害」が「0回」の企業が年々増加して
半数へ、特に大企業はこの1年間で13ポイント増加して4割へ

ここ1年間で役員以上が認識した情報システムの障害の回数（企業規模別）

・大企業では10回以上の障害を役員が認識している企業が６％。
信頼性についての関心が大企業で特に高まり、小さな障害でも役員会などに報告され、その対策
が議論されているからで、1000人以下の企業に比べて、特に障害がそのものが多いわけではない。
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ｼｽﾃﾑ障害で事業が中断した企業は企業規模に関係なく3割
逆に言えば、事業中断に至る障害を起こしていない企業は7割

役員以上が認識した情報システムの障害で事業が中断した回数（企業規模別）

・ 「役員以上が認識しているシステム障害」が発生した企業は５２％で、「役員以上が認識し
ているシステム障害のうち、事業が中断したシステム障害」が発生した企業は３０％。
・従って、全体の２２％（＝５２％－３０％）の企業（ 「役員以上が認識しているシステム障害」
が発生した企業の４２％の企業）が、運用手段などで事業中断を回避したことになる。

68%

71%

69%

68%

68%

26%

26%

25%

26%

27%

27%
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5%

5%

70%

3%
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0%

0%

0%
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0%

0%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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07年度（n=614）

08年度（n=563）
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人

以
上

0/年 1～2/年 3～5/年 6～10/年 10以上/年
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1位　08年度（n=461）　07年度（n=376）

2位　08年度（n=328）　07年度（n=275）
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「役員に報告するｼｽﾃﾑ障害」の主な原因は
07年度と変わらず「ﾈｯﾄﾜｰｸの障害」と「ﾊｰﾄﾞｳｪｱの故障」

役員以上が認識した情報システム障害の主な原因
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1位　08年度（n=294）　07年度（n=241）

2位　08年度（n=185）　07年度（n=168）
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「事業中断に至った障害」の主な原因も「ﾈｯﾄﾜｰｸの障害」と
「ﾊｰﾄﾞの故障」、「独自ｿﾌﾄのﾊﾞｸﾞ」が減り07年度３位→４位へ

事業中断に至った情報システム障害の主な原因
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事業中断障害
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1位　システム障害（n=448）　事業中断障害（n=279）

2位　システム障害（n=317）　事業中断障害（n=179）

147

原因を４つのｸﾞﾙｰﾌﾟに分けると1位は「不慮の事故」が圧倒的で
2/3、「ｿﾌﾄの不具合」が2割、「設定・操作ﾐｽ（うっかりﾐｽ）」が1割

大分類別のシステム障害、事業中断（％は障害の主な原
因の1位、2位をそれぞれ合算したものを100％とした割合）

障害の主な原因の大分類（日経BP社
「システムはなぜダウンするのか」より）

①ソフトウェアの不具合
独自開発ソフトウェアのバグ、要求仕
様の誤り・設計ミス、OS・ミドルウェアの
バグ、パッケージソフトウェアのバグ、
DBMSのバグ

② 性能・容量不足
キャパシティ管理の不備

③ 設定・操作ミス（うっかりミス）
運用オペレーションにおけるミス、ネット
ワーク（自社側）の運用ミス・テスト不
足・設計ミス等

④ 不慮の事故
ハードウェアの故障、ネットワーク（キャリ
ア側）の障害、ネットワーク（自社側）の
物理的故障
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基幹系ｼｽﾃﾑのﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾏｼﾝの設置は着実に進みつつある
ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾏｼﾝ装備は業種や企業規模による格差が大きい

基幹系システムのバックアップマシンの状況 ・「バックアップマシン設置」企業は1000名以上の企業
で70→73%へ、1000名未満の企業でも52→58%へ。
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複数の拠点にﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾏｼﾝを持つ企業は、ﾈｯﾄﾜｰｸ障害に対
応できるので「事業中断に至る障害」を減少させる効果がある

障害発生状況、事業中断障害とバックアップマシンの状況
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「役員に報告するｼｽﾃﾑ障害」は保守運用費7億円当たり1件、
「事業中断に至るｼｽﾃﾑ障害」は保守運用費17億円当たり1件 発生

＜保守運用費（除・ソフトウェア費用）と障害件数の関係を試算＞

・「役員に報告するシステム障害」の発生頻度は
０．１４件／保守運用費１億円／年 （年間の保守運用費７億円当たり１件）

・「事業中断に至るシステム障害」の発生頻度は
０．０６件／保守運用費１億円／年 （年間の保守運用費１７億円当たり１件）

⇒前年の「企業ＩＴ動向調査２００８」の指標と同じ、「ソフトウェアメトリックス調査２００８運用調査」
でも「 事業中断障害は０．０６件／保守運用費1億円／年」 なので、この数字が自社の障害発生頻度
を評価する一つの目安になる。

（参考）保守運用費 今年度は内訳不明のため、過去の内訳を参考に②ソフトウェア費を21％と仮定
①ハードウェア費：ハードウェア機器（周辺機器を含む）購入、レンタル・リース料、保守費、償却費
②ソフトウェア費： ソフトウェア購入費、レンタル料、償却費
③ソフトウェア保守費：ソフトウェアの保守費用
④通信回線費： 通信回線使用料、ネットワーク加入・使用料、携帯電話加入・使用料
⑤外部委託費： 保守、運用、コンサルティング等のアウトソーシング費用
⑥その他：上記以外（含む 社員人件費、運転管理費）
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99.9%以上（8時間以内）の稼働率を目標とする企業が過半数
一方、まだ4割の企業がｼｽﾃﾑ稼働率の目標設定をしていない

基幹系システムの稼働率の目標値と実績値（企業規模別）

・稼働率（ネットワーク・クライアントＰＣによる停止を除く）と障害の年間停止時間の関係
99.999%：5分以内、99.99%：50分以内、99.9%：8.6時間以内、 99%：86時間以内。
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値

99.999％以上 99.99％以上 99.9％以上 99％以上 98％以下 目標値なしまたは不明
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「99.999以上（5分以内）」の厳しい目標を設定している企業は、
「金融」が抜きんでており、「重要インフラ」、「素材製造」が続く

基幹系システムの稼働率の目標値と実績値（業種別）
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99.999％以上 99.99％以上 99.9％以上 99％以上 98％以下 目標値なしまたは不明
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稼働率目標を上げるためには構築費用・運用費用がかかる
＜稼働率目標とSLAとｼｽﾃﾑｺｽﾄの関係 JUAS・SRM第1巻 P422～＞

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５

稼働率 98%以下 99% 99.9% 99.99% 99.999%以上

バックアップ機 なし あり
（部分的）

あり
（2／N＋1台）

あり
(Hot stand by)

あり
(Hot stand by)

サービス停止時間
（ ）時間／年

172時間 86時間 8.6時間 50分 5分

到着時間 1-6時間（昼）
12時間（夜間）

1-6時間 1-3時間（昼）
6時間（夜間）

常駐
ケースによって
は2時間

常駐

修復時間
・故障修復
・再立ち上げ

6時間-12時間
10分-1時間

6時間-12時間
10分-1時間

3時間-6時間
10分-1時間

3時間-6時間
0分-10分

3時間-6時間
即時

費用
・構築費用
・運用費用

1.0倍
1.0倍

1.2～1.8倍
1.1～1.3倍

（マニュアル）

1.2～3倍
1.3～2.0倍

1.5～4倍
2.0～3倍

（保守も）

4～6倍
3～4倍

システム構成（例）
必要な機能

NAS SAN
NAS
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ

SAN
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ
三重化

SAN
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ
三重化、四重化

ペナルティ 対象 対象 対象

それぞれの稼働率目標における、サービス停止時間、バックアップ機、費用、システム構成などの条件
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日本の大企業の障害による基幹系システム停止時間は月
間1.3時間で北米の大企業に比べると信頼性が格段に高い

＜稼働率を基に年間システム停止時間を試算＞
・日本の1000人以上の企業の基幹系システムの「障害によるシステム停止時間」

目標値平均： 1.4 時間／月 実績値平均： 1.3 時間／月

（参考）
・北米の2400人以上の企業の全基幹系システムの「障害によるシステム停止時間」

目標値平均： 7.9 時間／月 実績値平均： 14.7 時間／月
出典：Gartner "Dataquest Insight: Unplanned Downtime Rising for Mission-Critical 

Applications " Ron Silliman, 3 October 2008 ）

⇒日本の大企業では高い稼働率目標を掲げ、実際にそれを実現している。北米の大企業と
比較すると非常に大きな差があり、いかに日本の情報システムの信頼性が高いかがわかる。

年間停止時間 稼働率

日本（1000人以上）
目標 17.1 99.8%

実績 15.9 99.8%

北米（2400人以上）
目標 94.8 98.9%

実績 176.4 98.0%

（注1） 稼働率99.9％：8.6時間以内/年、
稼働率99％：86時間以内/年

（注2） 一か月の稼働時間は30×24時
間＝720時間、1年間の稼働時間
を720×12＝8640時間として算
出

■1社あたりの平均年間停止時間と稼働率
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1位 （08年度 n=826､07年度 n=603､06年度 n=737)

2位 （08年度 n=804､07年度 n=569､06年度 n=688)
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信頼性向上に関する悩みは、「IT部門で対応できる要員
の不足」と「ｼｽﾃﾑ構成の複雑化による原因追求の難しさ」

情報システムの信頼性向上に関する悩み

⇒オープン化によってシステムが複雑
化・高度化し、習得すべき技術と対応す
べきシステムとベンダーが増えて、トラ
ブルシューティングがこれまでに増して
難しくなっているが、必要機能に絞って
のバックアップ運転、仮想化技術の活
用など工夫の余地がまだ残っている。

⇒情報システムの信頼性を高めて行く
には日々のＩＴサービスを実施している
部門に開発経験も豊かな優秀な人材を
配置することも検討する必要がある。
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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32%

25%

24%

20%

5%

2%

69%

66%

69%

67%

39%

43%

9%

34%

1%

3%

46%

44%

44%

39%

0% 20% 40% 60% 80%

納入物に関する著作権の帰属

システム開発の工程に応じた
ユーザー、ベンダーの役割分担

損害賠償責任の範囲、限度額および期間

システム開発の工程に応じた
契約類型（準委任契約か請負契約か）

機能要件および非機能要件

第三者ソフトウェアの利用における
ユーザー、ベンダーの責任分担

契約書は交わすが契約書の内容は
ベンダー任せでよくわからない

変更管理手続

契約書を交わさない

その他

1000人未満（n=566）

1000人以上（n=258）

157

契約書の内容はまだまだ不十分、大企業でも揉め事防止に効
果がある「変更管理手続」 はわずか1/3、「ﾍﾞﾝﾀﾞｰ任せ」が1割

ベンダーと締結する契約書において通常定めている事項（複数回答可）

・ 「情報システムの信頼性向上のためのガイドライン」（06年4月 経済産業省産業構造審議会）は①契約
における重要事項の明確化、②情報システム構築分業時役割分担及び責任関係の明確化を指摘し、
ユーザ団体と業界団体が協力して標準的な契約のあり方を検討するように求めた。そこで経済産業省
「情報システム・モデル取引・契約書」（第一版：07年4月、追補版：08年4月）が策定され、公表された。
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21%

13%
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23%
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28%

24%

78%

87%

80%

76%

77%

83%

72%

76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=835)

一次産業（n=98)

素材製造（n=126)

機械製造（n=217)

商社・流通（n=165)

金融（n=53)

重要インフラ（n=47)

サービス（n=129)

1．ほとんどの取引で揉め事が発生する 2．一部の取引で揉め事が発生する 3．揉め事はほとんど発生しない 158

契約締結後、取引において揉め事が発生する企業は2割

「大企業」 と「重要ｲﾝﾌﾗ」では3割の企業で揉め事が発生

契約締結後、取引において揉め事が発生する頻度

（業種グループ別）

1%

1%

1%

21%

19%

26%

78%

81%

73%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=828）

1000人未満（n=566）

1000人以上（n=262）

1．ほとんどの取引で揉め事が発生する 2．一部の取引で揉め事が発生する

3．揉め事はほとんど発生しない

（企業規模別）



（C）JUAS 2009

1%

0%

1%

1%

4%

17%

21%

0%

9%
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91%

78%

51%

33%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=824)

非常に満足（n=9)

満足（n=176)

普通（n=558)

不満（n=75)

非常に不満（n=6)

1．ほとんどの取引で揉め事が発生する 2．一部の取引で揉め事が発生する

3．揉め事はほとんど発生しない

159

「取引におけるﾍﾞﾝﾀﾞｰとのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの満足度」が低い
ほど、「取引における揉め事が発生する割合」が高くなる

「ベンダーとのコミュニケーションの満足度」と「揉め事が発生する頻度」の関係

・ 「取引におけるベンダーとのコミュニケーションの満足度」は、「非常に満足」１％、「満足」
２１％、「普通」６７％、「不満」９％、「非常に不満」１％と満足している企業が１/４。
・業種グループ別に見て、満足度が高いのは「一次産業（３４％）」「商社・流通、金融（２６％）」、
低いのは「サービス（１８％）」「素材製造（１９％）」「機械製造（２０％）」。
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ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ先の9割が「納期」「品質」「金額」で何らかのﾄﾗﾌﾞﾙ
「訴訟」「損害賠償請求」で解決は極めて少数（ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）

１．ベンダーとの契約のトラブルの原因
・ユーザー側の要件定義や仕様書があいまいで、ベンダーに解釈の
余地を残し、品質や納期、金額のトラブルにつながっていった。

・マルチベンダーでどのベンダーに責任があるのか不明確になっていた。
・海外ベンダーと商習慣の違い、契約書の解釈の違いでトラブル。
・契約上の文言のあいまいさのため解釈の違いが起きる。

２．トラブルの回避策
・双方の責任が明確になるように契約を可視化する。
・海外ベンダーとの契約はより文言を厳密に行い、途中の交渉もすべて
ドキュメント化していく。

・品質が悪ければ検収をしない契約をする。
・致命的になる前に、途中の段階ごとにチェックする。
・ベンダー側の要員のパフォーマンスが悪いときは人を代えてもらう
・ベンダーとの交渉に情報子会社の人材を活用していく。
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追補版では、ITや情報システム取引、法務の専門家の人材のいない中小企業がパッケージソフトを利用して、
業務システムを導入するケースを前提としている。

追補版の特徴は、「パッケージソフトウェア利用（SaaS、ASPを含む）」を前提とし、「重要事項説明書」によるユーザ、ベンダの
合意プロセスにある。

経済産業省「情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」
＜第一版＞と＜追補版＞の相違点

モデル取引・契約書＜第一版＞

（2007年4月公表）

「重要事項説明書活用型」モデル取引・契約書＜追補版＞

(2008年4月公表）

契約当事者 対等に交渉力のあるユーザ・ベンダ ITの専門知識を有しないユーザと、

業として情報サービスを提供するベンダ

対象モデル スクラッチ型 パッケージ＋カスタマイズ型

パッケージ＋オプション型

対象システム 重要インフラ・企業基幹システムの受託開
発

（一部企画を含む）、保守・運用

一般業務システム

特徴 ・ 初のユーザ・ベンダ双方が議論の上策定

・ フェーズ毎のユーザ・ベンダ間の責任の
明確化（準委任・請負）

・ 共通フレーム2007準拠（共通プロセス）

・ 仕様の変更管理手続きの明確化

・ マルチベンダ・工程分割発注への対応

・ 重要事項説明書を用いた契約合意

・ ITコーディネータや中小企業診断士を始めとする外部専門家や
コンサルタントの参画を前提

・ システム構築後のプロセスの重視（保守、運用等）

・ パッケージソフトウェアの取扱についてのベンダの責任明確化

・ 著作権のベンダへの帰属

※ フェーズごとのユーザ・ベンダ間の責任の明確化や仕様の変更
管理手続の明確化など上記以外の点について第一版の特徴は
原則追補版でも踏襲

161
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「情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」を「活用・検討中」の企業はわずか
1割（大企業：15%、1000人未満：6%）、活用以前に先ずは普及が第一

「情報システム・モデル取引・契約書」の活用状況

（企業規模別）

（業種グループ別）
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67%

45%

5%

3%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=829）

1000人未満（n=568）

1000人以上（n=261）

1．活用している 2．活用を検討中 3．知っている 4．知らない 5．興味がない

3%

3%

4%

3%

2%

6%

2%

4%

5%

4%

9%

4%

4%

4%

8%

5%

26%

31%

26%

24%

21%

33%

36%

28%

60%

58%

56%

66%

64%

55%

42%

57%

6%

3%

7%

8%

4%

5%

2%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=836）

一次産業（n=100）

素材製造（n=123）

機械製造（n=216）

商社・流通（n=167）

金融（n=51）

重要インフラ（n=50）

サービス（n=129）

1．活用している 2．活用を検討中 3．知っている 4．知らない 5．興味がない
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49%

35%

21%

14%

19%

12%

46%

46%

17%

18%

20%

20%

9%

10%

61%

55%

58%

50%

1%

11%

0%

3%

1%

3%

1%

9%

2%

3%

5%

9%

6%

8%
15%

2%

6%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

現状
（n=724）

今後
（n=689）

現状
（n=712）

今後
（n=678）

現状
（n=593）

今後
（n=576）

基
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シ
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テ
ム

の
開

発
基

幹
シ

ス
テ

ム
の

保
守

基
幹

シ
ス

テ
ム

の
運

用

人月工数単価型 完全請負型 月額固定型 成功報酬型 SLA連動型 従量課金型
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現状は「開発は人月工数型と完全請負型」、「保守・運用は月
額固定型」が主流、今後の希望は「人月工数単価からの脱却」

基幹システムの主な契約方法（複数回答可）

・契約形態の今後の希望は「人月工数単価からの脱却」（＝「労働集約型産業」から「知識集約型産業」への脱却）。
-開発：「人月工数単価型（49％→35％）」⇒「成功報酬型（1％→11％）」「ＳＬＡ連動型（1％→6％）」
-保守： 「人月工数単価型（21％→14％）」⇒「ＳＬＡ連動型（2％→9％）」 「従量課金型（5％→9％）」
-運用： 「人月工数単価型（19％→12％）」⇒「ＳＬＡ連動型（4％→15％）」 「従量課金型（6％→8％）」
・サービス・システムの対価の一部、または全部について、サービス・システムによって創出されるパフォーマンスにもとづ

いた価格設定を行う「パフォーマンスベース契約（ＰＢＣ)」へのシフトで「知識集約型産業」への脱却が期待されている。
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ﾕｰｻﾞｰとﾍﾞﾝﾀﾞｰが信頼関係を築き、ﾋﾞｼﾞﾈｽとしてwin-winの
関係になることを希望している企業が多い（ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）

１．現在の契約方式の問題点
・人工以外に両者（ユーザーとベンダー）が納得できる指標がない。
・現状では単価工数も不透明で、ベンダーに説明を求めても明確な答が出てこない。
・同じ人工、人月でも業者、担当者によって生産性がかなり違う。ユーザー側が能力の評価を

きちんとしないと相互の信頼関係が成り立たない。
・人月の契約では、非常に頑張っている人が評価されない世界になっている。また、そういう人の
ところに仕事が集中する。

２．ユーザー側の問題点、改善策
・ベンダーの言いなりにならないためには、ユーザー側が見積もりの能力を上げる必要がある。
・ユーザー企業同士で見積もりの情報を共有する必要がある。
・開発は人工、運用はSLA情報も含めて金額、サービスの内容を決めて契約するとか、SLAを
弾力的に活用する。

・目標を達成することがお互いに大事なので、目標共有型SLAを取り入れて、ベンダーの人数
削減、ユーザーのコスト削減を図る。

・ランプサム（総価格契約）方式にして、そのなかでベンダーがどう動こうとかまわないというのが
一番いい。

・これからは成果対価コミットメント型（ユーザー側の出してきた要件に対してベンダーはこの金
額でやります。それについてはこういう条件でとコミットメントする方式）を希望する。

・一部売上げ連動型（あるパッケージを使用して売上げが上がると、その割合に応じてパッケー
ジの利用料をあげるとか保守料を上げるとかの契約）を検討していく。
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命



（C）JUAS 2009

10%

8%

13%

9%

8%

3%

5%

4%

15%

14%

23%

15%

15%

4%

5%

5%

16%

12%

16%

13%

14%

13%

8%

7%

9%

9%

11%

9%

10%

8%

7%

7%

14%

12%

12%

36%

45%

27%

42%

43%

60%

63%

64%

11%

12%

11%

12%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①自然災害（地震･津波等）（n=522）

②自然災害（①以外）（n=450）

③システム障害（n=602）

④社会インフラの停止（n=477）

⑤火災･工場災害（n=468）

⑥疾病（新型インフルエンザ等）（n=367）

⑦風評被害（n=305）

⑧テロ、サイバーテロ（n=298）

BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している BCPを策定し運用している

BCPを策定中である BCPの策定を検討中である（1年以内に着手）

BCPの策定を検討中である（着手時期未定） 策定予定なし

166

BCPの想定ﾘｽｸは3つのｸﾞﾙｰﾌﾟ（ｼｽﾃﾑ・旧・新）に分けられる
経営に与えるﾀﾞﾒｰｼﾞの大きさで優先度を決めることが重要

BCPの想定リスク別策定状況

・企業は急速にBCPに関心を持ち始めたが、備えはまだまだの状態。
「BCPを策定する予定がない企業」の割合は、05年度：47％→06年度：37％→07年度：19％
「BCPを策定して運用している企業」の割合は、05年度：10％→06年度：11％→07年度：15%
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BCPの業種グループ別対応状況
＝「BCPの策定予定なし」の割合が全業種平均から5ポイント以上乖離している項目の一覧表
（数字がプラスは当該リスクに関してBCPの取り組みが進んでいることを示す）

BCPの策定状況は業種ごとの特性がはっきり見てとれる
「金融」はすべてﾘｽｸに対してBCPの策定に積極的である

一次産業 素材製造 機械製造 商社・流通 金融 重要インフラ サービス
①自然災害(地震･津波等) ▲６ ８ ▲１０ ２４ ▲７
②自然災害(①以外の局所豪
雨、竜巻、高潮等)

　 ７ 　 ▲７ ３３ 　 ▲５

③システム障害 ６ ５ 　 ▲６ ２１ ６ 　
④電力･通信等の社会インフ
ラの停止

　 　 　 ▲７ ３０ 　 　

⑤火災･工場災害 　 １２ ６ ▲１３ ２０ 　 ▲８
⑥疾病(新型インフルエンザ、
デング熱等)

▲８ ５ 　 ▲７ ３２ 　 　

⑦風評被害(うわさ、Webサー
バへのアクセスの集中)

▲８ 　 　 ▲７ ３６ 　 　

⑧テロ(予告･破壊行為)、サイ
バーテロ

▲８ 　 　 ▲８ ３５ ９ 　
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企業規模によってもBCP策定状況に大きな差がある
「ｼｽﾃﾑ障害」 「自然災害」のBCP策定は大企業では8割

BCPの企業規模別策定状況(「システム障害」）

BCPの企業規模別策定状況(「自然災害（地震・津波等）」）

49

30

36

16

16

16

18

23

21

17

31

27

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1000人以上
（ｎ＝259）

1000人未満
（ｎ＝555）

全体
（ｎ＝814）

策定済み

策定中

検討中

策定予定なし

38

19

25

21

14

16

21

23

22

19

45

37

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1000人以上
（ｎ＝256）

1000人未満
（ｎ＝559）

全体
（ｎ＝815）

策定済み

策定中

検討中

策定予定なし
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最近話題の新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ（ﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸ）のBCP策定は
業種では「金融」が7割と突出、大企業では半数を超える

BCPの業種グループ別策定状況
(「疾病（新型インフルエンザ、デン
グ熱等）」）

BCPの企業規模別策定状況
(「疾病（新型インフルエンザ、デン
グ熱等）」）

12

4

26

5

6

4

2

7

7

17

30

12

12

19

11

13

24

19

15

15

20

21

19

19

58

60

28

67

62

55

68

60

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス
（ｎ＝123）

重要インフラ
（ｎ＝48）

金融
（ｎ＝53）

商社・流通
（ｎ＝163）

機械製造
（ｎ＝217）

素材製造
（ｎ＝119）

一次産業
（ｎ＝95）

全体
（ｎ＝818）

策定済み 策定中 検討中 策定予定なし

12

5

7

24

9

14

20

19

19

45

67

60

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1000人以上
（ｎ＝256）

1000人未満
（ｎ＝557）

全体
（ｎ＝813）

策定済み

策定中

検討中

策定予定なし
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29%

28%

37%

21%

27%

12%

13%

16%

24%

24%

18%

29%

26%

27%

32%

29%

16%

16%

21%

17%

16%

13%

16%

15%

20%

20%

16%

22%

21%

29%

21%

22%

12%

10%

19%

19%

20%

8%

12%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①自然災害（地震･津波等）（n=493）

②自然災害（①以外）（n=427）

③システム障害（n=568）

④社会インフラの停止（n=443）

⑤火災･工場災害（n=435）

⑥疾病（n=295）

⑦風評被害（n=275）

⑧テロ、サイバーテロ（n=273）

バックアップの確保 緊急時対応計画 IT災害復旧対策（DR）

事業継続計画（BCP） 事業継続管理（BCM）

170

BCP策定目標ﾚﾍﾞﾙは5段階で進化していくが、第3段階の
「IT災害復旧対策（DR）」までしか考えていない企業が7割

BCPの策定目標レベル

・「疾病」「風評被害」「テロ、サイバーテロ」の策定目標レベルが高い理由の一つは、まだ
リスクの分析ができておらず、何をすべきかのレベル切り分けが出来ないことが考えられる。
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25%

25%

7%

17%

22%

20%

18%

21%

12%

13%

5%

12%

12%

18%
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16%

32%

29%

79%

43%

31%

16%

30%

29%

9%

10%

8%

8%

11%

12%

10%

0%
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1%

18%

19%

3%

16%

22%

25%

16%

19%

2%

2%

1%

2%

3%

8%

3%

1%

4%

1%

5%

0%

0%

0%

1%

1%

1%

0%

1%

1%

1%

1%
2%

2%

2%

3%

1%

1%

2%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①自然災害（地震･津波等）（n=524）

②自然災害（①以外）（n=456）

③システム障害（n=584）

④社会インフラの停止（n=476）

⑤火災･工場災害（n=465）

⑥疾病（n=351）

⑦風評被害（n=332）

⑧テロ、サイバーテロ（n=332）

全社の委員会 リスク管理の専門組織 主にIT部門 主に経営企画部門 主に人事部門

主に総務部門 主にCSR・広報部門 主に財務部門 その他

171

BCPの主管部門は「疾病」のみが総務で、他はIT部門とする
割合が一番多い、専門の委員会を設けている企業はまだ2割

BCP策定の主管部門

・情報セキュリティ対策についての専門の委員会を設けている企業は０７年度で４１％、
ＢＣＰの２割という値は情報セキュリティの取り組みとまだまだ差がある状態である。
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48%

33%

49%

31%

40%

16%

23%

22%

52%

67%

51%

69%

60%

84%

77%

78%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①自然災害（地震･津波等）（n=183）

②自然災害（①以外） （n=153）

③システム障害（n-262）

④社会インフラの停止（n=173）

⑤火災･工場災害（n=166）

⑥疾病（n=49）

⑦風評被害（n=65）

⑧テロ、サイバーテロ（n=63）

実施した 実施していない

172

BCPを策定した企業の訓練と演習の実施割合は③と①
でも5割、BCPの実効性を担保するにはまだまだの状態

BCP策定の過去1年間の訓練や演習の有無（BCPを策定した企業に絞ったベース）

⇒金融商品取引法施行後の初めての決算対応に追われ、不況でIT予算も厳しく
なっていく環境下では、BCPの検討に力を注ぐ余裕が失われていく。自社の存続

を危うくするリスクが何かを自ら問いかけて、必須の対策だけは打って戴きたい。
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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30%
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34%

34%

35%

43%

38%
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3%

8%
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8%

4%
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11%

11%

15%

12%

11%

23%

38%

37%

45%

44%

32%

54%

39%

37%

36%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑫サーバー仮想化（n=843)

②SaaS/ASP（n=837)

③NGN（次世代ネットワーク)（n=835)

⑦ビジネスインテリジェンス（BI)（n=835)

①グリーンIT（n=834)

⑤ITスキル標準（ITSS)（n=835)

④オープンソースソフトウェア（OSS)活用（n=838)

⑪エンタープライズサーチ（企業内検索)（n=832)

⑥情報システムユーザースキル標準（UISS)（n=832)

⑨サービス志向アーキテクチャー（SOA)（n=832)

⑩社内ブログ･社内SNS（n=838)

⑧エンタープライズアーキテクチャ（EA)構築（n=832)

すでに一部で導入実施済 検討中 関心はあるが未検討 あまり関心はない 知らない
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経済危機を見据え、さらなる効率化に関心が高まる
「ｻｰﾊﾞｰ仮想化」「SaaS/ASP」「NGN」「ＢＩ」への関心が高い

テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
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18%

8%

0% 20% 40% 60% 80%

1000人以上（n＝267）

1000人未満（n＝576）
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大企業では7割の企業が「ｻｰﾊﾞｰ仮想化」を導入・検討中
07年度から大幅に増加したのが「BI」「SaaS/ASP」「SOA」

テクノロジー・ITサービスの導入・検討状況 （企業規模別）

・大企業では、「ＵＩＳＳ」は導入：７％、検討中：２７％、導入・検討中：３４％、

「ＩＴＳＳ」は導入：１２％、検討中：１９％、導入・検討中：３１％と着実に関心度が上がっている。

大企業の導入・検討中
（０７年度との比較）
・ＢＩ ：４５％→５９％
・ＳａａＳ：３３％→４５％
・ＳＯＡ ：２７％→４１％
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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「社外向け広報（Web等）」や「ﾒｰﾙ」では企業の独自性よりも
より早い立ち上げが求められので「SaaS/ASP」の利用が進む

情報系業務システムの導入状況

・基幹系業務システムではまだまだ試行的導入段階（「人事・総務」「財務会計」でも２％）。
０９年度は、経済産業省が０９年３月末にサービス提供を開始したJ-SaaS（ 主に中小企業を対象に、
財務会計、顧客管理などバックオフィス業務から電子申告までを一貫して行える、便利なワンストップ
サービス）の普及に本腰を入るので、中小企業での「SaaS/ASP」の利用が進むと思われる。
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社外向け広報(Web等)
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全体（n=817）

1．導入あり 2．サービス型アウトソーシング（SaaS/ASP）利用 3．導入なし

178

「SaaS/ASP」は500人未満の企業での導入が進む
「社外向け広報（Web等）」と「ﾒｰﾙ」は導入済企業が2～3割に

情報系業務シス
テムの導入状況
（企業規模別）

（業種グループ別）

情報系業務システム（メール）の従業員規模別導入状況

73%

25%

2%

78%

20%

2%

92%

7%

1%

95%

4%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．導入あり

2．サービス型

アウトソーシング（SaaS/ASP）利用

3．導入なし

100人未満（n=55） 100～499人（n=323） 500～999人未満（n=183） 1000人以上（n=265）

情報系業務システム（社外向け広報（WEB等））の従業員規模別導入状況況

60%

24%

16%

58%

29%

13%

74%

17%

9%

84%

13%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．導入あり

2．サービス型

アウトソーシング（SaaS/ASP）利用

3．導入なし

100人未満（n=55） 100～499人（n=315） 500～999人未満（n=180） 1000人以上（n=260）
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ERPは大企業ではR/3を代表とする海外製品が7割
1000人未満の企業では国内製品が2/3のｼｪｱ

採用しているＥＲＰパッケージの海外製品群と国内製品群のシェア

54%

69%

32%

46%

31%

68%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=318)

1000人未満(n=185)

1000人以上(n=133)
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外国製

54%
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43%
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全体(n=321)
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2．素材製造(n=56)

3．機械製造(n=90)

4．商社・流通(n=49)

5．金融(n=7)

6．重要インフラ(n=24)

7．サービス(n=49)

日本製(n=173) 外国製(n=148)

（企業規模別）

（業種グループ別）
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相変わらず「保守運用価格」と「導入価格」に不満が多い
07年度より不満が増加、ERPﾊﾟｯｹｰｼﾞの満足度は危機的状況

ＥＲＰパッケージの満足度（製品群別）

・外国製の不満は「保守運用価格」で０７年度：７５％→８１％、「導入価格」で０７年度：６３％→６６％
日本製の不満は「保守運用価格」で０７年度：３０％→４２％、「導入価格」で０７年度：２５％→３０％。
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ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱの保守料の考え方を根本的に
見直す必要がある時期に来ているのではないか・・・

ERPパッケージのライセンス料や保守料についての自由記入欄の要約

１．料金が高い、保守料が高いなど、兎に角価格が高い。（同様の意見：４９件）
・5年使うと2倍の価格になる計算である。
・品質が高いのであれば、料金体系を安くしてほしい。
・競争が少ないため、比較的ライセンス料や保守料が高い傾向にあり、シェアの競争を推進して欲しい。

２．保守料に見合ったサービスの提供を受けていない。（２１件）
・保守料を払っても実質何もサービスが提供されない。
・保守料はサービス内容に比べて高い。
・導入効果に比べ割高。
・使用する範囲や機能で料金が異なる体系であって欲しい。一律で高い方に設定されていると感じる。
・不要な機能も多くなっているので、専用パッケージにダウンサイジングすることも検討する必要がある。

３．一方的な保守料のアップは納得できない。（６件）
・保守料の突然の値上げで、社内外で非常に混乱した。

４．バージョンアップが頻繁で、費用が嵩む。（８件）
・保守切れのサイクルが短かすぎる。 １０年は同じものを使い続けたい。
・ベンダーの都合で一方的に変更するのは不合理である。過去１０年間の変更を見ても一貫性がない。

５．ライセンス料金体系や保守料金体系が複雑で分かりにくい。（６件）

⇒ERPパッケージの導入は、企業の業務プロセスの大きな見直しを求めるため、一度導入すると乗り換え
るには大きなパワーが必要となる。より高度にITを活用する時代となってきた今、パッケージ市場の発展の
ために価格の納得感の高い、高品質のERPパッケージを提供する努力をベンダー各社に強く求めたい。
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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OSは「Windows XP」 が主流、「Windows Vista」は未導入企業
がまだ6割、「ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ」は導入企業が1割に（07年度の3倍）

クライアントＯＳの導入割合

・「Windows Vista」の導入が進まない要因としては、①新機能が企業ユースでは訴求力が少ない
点、②高スペックのCPUや大量のメモリを必要とするため端末コストがアップする点、③業務用に
開発したソフトの互換性の問題等が考えられる。
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信頼性・安定性の評価では「Windows Vista」の不満が5割に
「ｼﾝクライアント」は満足が2割に向上（07年度の2倍）

クライアントＯＳの信頼性・安定性の評価
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2009年度
18%
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20%
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「Windows Vista」を導入せずに次期OS（Windows7）を待つ
「Vista 飛ばし」の方針を選択する可能性が高い企業が6割

Windows Vistaの導入（予定）時期

・ 「Windows Vista」 の次のＯＳ「 Windows7」は2010年にはリリースされる予定なので、
Vistaの導入予定が2011年度以降企業はVistaを導入しない可能性が高い。
・一方で、XPプレインストール機の出荷が停止されれば、その影響でVistaを導入せざ
るを得ない企業が増加する可能性も高い。
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4. 2008年度の企業の主なIT動向

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 ITを活用したビジネスイノベーション

～IT経営の視点から～
3. 重点テーマ2 IT推進組織とIT人材戦略の適正化
4. 2008年度の企業の主なIT動向

①IT予算の動向（本調査 ： 2008年11月）
②IT予算の動向（追加調査： 2009年3月）
③IT投資・評価の動向
④システム開発の品質向上に向けて
⑤情報システムの障害防止
⑥ベンダーとの契約の実態把握
⑦BCPの策定状況
⑧テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況
⑨企業におけるIT利用の動向（SaaS/ASP、ERP)
⑩クライアントマシンの動向
⑪ハードウェア・ソフトウェアの寿命
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ｻﾎﾟｰﾄ打ち切りや保守停止で困った経験がある企業は、
「ｿﾌﾄｳｪｱ」と「ｻｰﾊﾞ」では6割、最も少ない「ﾎｽﾄﾏｼﾝ」でも4割

この５年間の間に、サポート打ち切りや保守停止の宣告により困った経験のある企業

（注）ソフトウェア：ＯＳ、ミドル、データベースなど
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大企業では「ｿﾌﾄｳｪｱ」と「ｻｰﾊﾞ」のｻﾎﾟｰﾄ打ち切りや保守停止
で困った経験がある企業が3/4もあり、1000人未満の1.5倍

サポート打ち切りや保守停止の宣告により困った経験のある企業（企業規模別）

（注）ソフトウェア：ＯＳ、ミドル、データベースなど
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ｿﾌﾄｳｪｱとｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾊﾟｯｹｰｼﾞのｻﾎﾟｰﾄ打ち切り対応は
「ｼｽﾃﾑを凍結して使い続ける」から「予算内でﾘﾌﾟﾚｰｽ」へ推移

サポート打ち切りや保守停止
に対する対応（ソフトウェア）
＜複数回答＞

サポート打ち切りや保守停止
に対する対応（アプリケーション
パッケージ） ＜複数回答＞

ソフトウェア

23%

28%

21%

11%

28%

0%

6%

3%
2%

4%

21%

6%

14%

21%

29%

29%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

承認された予算内で費用を捻出し、新バージョンにリ
プレースした

業務システムの機能拡張、再構築などの大きな更新
にあわせて予算を取り、新バージョンにリプレースし
計画的な更新に備えて、予算を確保していたので影

響がなかった
メーカー、ベンダーに交渉してサポートを延長させた

り、保守部品を確保した
システムを凍結し、新たな変更、改良をおこなわず、

そのまま使っている
他のメーカー、ベンダーへの乗り換えを行なった、検

討した

契約時に一定期間の保証を交渉した

その他

08年度(n=512)

07年度(n=372)

アプリケーションパッケージ

3%

18%

29%

18%

11%

30%

0%

4%

5%

18%

4%

12%

27%

30%

19%

15%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

承認された予算内で費用を捻出し、新バージョンにリ
プレースした

業務システムの機能拡張、再構築などの大きな更新
にあわせて予算を取り、新バージョンにリプレースし

計画的な更新に備えて、予算を確保していたので影
響がなかった

メーカー、ベンダーに交渉してサポートを延長させた
り、保守部品を確保した

システムを凍結し、新たな変更、改良をおこなわず、
そのまま使っている

他のメーカー、ベンダーへの乗り換えを行なった、検
討した

契約時に一定期間の保証を交渉した

その他

08年度(n=403)

07年度(n=283)

・「システム凍結」が3割から2割へ。
内部統制やビジネスの変化によって、
凍結したシステムでは耐え切れない
ことがわかり、予算をとって新バージョ
ンにリプレースした企業が増加したた
めか？それでもまだ2割もいる。
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ｻｰﾊﾞと端末の保守停止対応は「ﾒｰｶｰ・ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの交渉」
が増え、「再構築時にﾘﾌﾟﾚｰｽ」が減少

サポート打ち切りや保守停止
に対する対応（サーバ）
＜複数回答＞

サポート打ち切りや保守停止
に対する対応（端末）
＜複数回答＞

・ソフトウェアのバージョンアップとハー
ドウェアのリプレースを迫られた企業
は、喫緊の課題であるソフトウェアの
バージョンアップを選択し、ハードウェ
アのリプレースを先送りをした可能
性が高い。

サーバ

12%

25%

33%

21%

20%

15%

0%

5%

1%
2%

4%

5%

29%

25%

29%

28%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

承認された予算内で費用を捻出し、新バージョンにリ
プレースした

業務システムの機能拡張、再構築などの大きな更新
にあわせて予算を取り、新バージョンにリプレースし

計画的な更新に備えて、予算を確保していたので影
響がなかった

メーカー、ベンダーに交渉してサポートを延長させた
り、保守部品を確保した

システムを凍結し、新たな変更、改良をおこなわず、
そのまま使っている

他のメーカー、ベンダーへの乗り換えを行なった、検
討した

契約時に一定期間の保証を交渉した

その他

08年度(n=485)

07年度(n=362)

端末

4%

28%

23%

23%

17%

15%

0%

4%

3%

5%

17%

2%

29%

15%

26%

21%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

承認された予算内で費用を捻出し、新バージョンにリ
プレースした

業務システムの機能拡張、再構築などの大きな更新
にあわせて予算を取り、新バージョンにリプレースし

計画的な更新に備えて、予算を確保していたので影
響がなかった

メーカー、ベンダーに交渉してサポートを延長させた
り、保守部品を確保した

システムを凍結し、新たな変更、改良をおこなわず、
そのまま使っている

他のメーカー、ベンダーへの乗り換えを行なった、検
討した

契約時に一定期間の保証を交渉した

その他

08年度(n=365)

07年度(n=320)
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大企業では比較的予算の取りやすい「再構築時にﾘﾌﾟﾚｰｽ」
と購買力を基にした「ﾒｰｶｰ・ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの交渉」を選択

企業規模別 サポート打ち切
りや保守停止に対する対応
（アプリケーションパッケージ）
＜複数回答＞

企業規模別 サポート打ち切
りや保守停止に対する対応
（サーバ） ＜複数回答＞

・今後、景気が後退する中で、「シ
ステム凍結」を選択する企業が増
加する可能性が高い。企業として
は、費用増加とリスク増大を天秤に
かけて難しい判断していくことになる
だろう。

アプリケーションパッケージ

4%

28%

41%

19%

20%

15%

13%

6%

2%

21%

3%

11%

26%

22%

19%

10%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

承認された予算内で費用を捻出し、新バージョンにリ
プレースした

業務システムの機能拡張、再構築などの大きな更新
にあわせて予算を取り、新バージョンにリプレースし

計画的な更新に備えて、予算を確保していたので影
響がなかった

メーカー、ベンダーに交渉してサポートを延長させた
り、保守部品を確保した

システムを凍結し、新たな変更、改良をおこなわず、
そのまま使っている

他のメーカー、ベンダーへの乗り換えを行なった、検
討した

契約時に一定期間の保証を交渉した

その他

1．1000人未満(n=228)

2．1000人以上(n=172)

サーバ

14%

29%

38%

29%

34%

10%

5%

4%

1%
3%

4%

5%

26%

23%

23%

27%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

承認された予算内で費用を捻出し、新バージョンにリ
プレースした

業務システムの機能拡張、再構築などの大きな更新
にあわせて予算を取り、新バージョンにリプレースし

計画的な更新に備えて、予算を確保していたので影
響がなかった

メーカー、ベンダーに交渉してサポートを延長させた
り、保守部品を確保した

システムを凍結し、新たな変更、改良をおこなわず、
そのまま使っている

他のメーカー、ベンダーへの乗り換えを行なった、検
討した

契約時に一定期間の保証を交渉した

その他

1．1000人未満(n=280)

2．1000人以上(n=201)

・「アプリケーションパッケージ」「サー
バ」 「ソフトウェア」の対策で、大企

業は「再構築時にリプレース」の比
率が約１５％、「メーカー・ベンダーと
の交渉」の比率が約１０％高い。



（C）JUAS 2009 192

大企業の半数は「ﾃｽﾄ負荷の軽減」「急に保守料を値上げ
しないで」「ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ直後のﾊﾞｸﾞの削減」を切望している

ソフトウェアの機能継承性に対する意見（企業規模別）

⇒数多く流通している「ソフトウェア」や「アプリケーションパッケージ」の提供メーカー・
ベンダーは「社会の公器を提供する責任」を再認識して欲しいという意見が多い。

1%

35%

37%

56%

44%

31%

38%

33%

51%

4%

34%

32%

31%

44%

30%

28%

32%

26%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1．保守料が上がっても既存の機能を保証してほしい

2．安くなるなら、現在の機能継承性レベルでよい

3．ユーザーのテスト負荷を軽減してほしい

4．バージョンアップ直後のバグを減らしてほしい

5．ユーザービリティを重視してほしい

6．保証される旧バージョンを明記してほしい

7．新バージョンの価格を見直してほしい

8．急に保守料を値上げしないでほしい

9．その他

1．1000人未満(n=586) 2．1000人以上(n=271)
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～ﾊｰﾄﾞｳｪｱ・ｿﾌﾄｳｪｱ 更新の問題～
（JUAS 2007年度ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄの寿命研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ報告より）

④ユーザ責任のテスト
の負荷が大きい
(機能継承性不足）

5年 老化更新

当初設備の
基本使用期間

再リース使用期間 更新設備使用期間

ソフトウエアの更新

必要能力以上の
設備を購入

テスト確認のため
の負荷

本来はこの能力で十
分

②必要能力以上の設
備の場合もあり
（ベンダーの戦略，
技術の進歩）

③ソフトウエアも更
新せざるを得ない
（ベンダーの戦略）

ユ
ー
ザ
の
費
用

①この期間が短い
（部品の枯渇）

システムのライフサイクル期間
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～ユーザーとしての対策～
（JUAS 2007年度ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄの寿命研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ報告より）

①最初の発注時にシステムライフサイクルを提示し、短命システム（設備，ソフトウェア）を
購入しないこと.。
（ソフトウエアの長期保証をするベンダーも出現し始めた）

②ＩＯ処理を企業で標準化し、「共通インタフェース」を準備し、ベンダーの変更に対して、
アプリケーションまで影響を持ち込まないようにすること。

③バージョンアップに対してテストデータなどを保存・再利用し、テスト・確認負荷の低減を
図ること。（ツールを活用し自動化すること）

ＯＳ

ミドルウェア

ＡＰ ＡＰ ＡＰ

ＯＳ

ミドルウェア

ＡＰ ＡＰ ＡＰ

共通インタフェース

ＡＰにおけるﾐﾄﾞﾙｳｪｱ
からの独立性を高める
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関連記事ご紹介
「企業IT動向調査2009」記者発表会 （09年4月8日）

◆Enterprise Watch(09年4月10日) ◆IT pro（09年4月8日)

各務さん
今年の記事に
差し替えてください
4月12日 スライド196
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関連記事ご紹介
「企業IT動向調査2009」記者発表会 （09年4月8日）

◆＠IT情報マネジメント(09年4月9日) ◆IT mediaエンタープライズ（09年4月9日)
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関連記事ご紹介 日経ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・解説（2009.4.15）

各務さん
今年の記事に
差し替えてください
4月12日 スライド197



ご清聴ありがとうございました


